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海外日系現地企業の経営管理と
現地人従業員の働くことや企業に対する意識
―現地における調査結果を基にして―
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今日，世界各国の企業はその規模や産業分野を問わ
ず，自らの維持や生存とさらなる発展のために，世界
各国や北米・ヨーロッパ・アジア・その他の地域の市
場の獲得と防衛を目指して，企業活動を積極的に行っ
ている。また企業は厳しい競争に生き残るために，ビ
ジネスチャンスを求めて海外に積極的に進出する努力
をしており，企業は国や地域を問わず多国籍の道を着
実に歩んでいる。すなわち企業の国際化の傾向は近年
ますます強まってきている。
2005年度の世界各国の対内投資は，前年比 23.2％
増の 9.647億ドルとなったが，対外直接投資は，前年
比 8.2％減の 7.596億ドルであった。その中でわが国
企業の対外直接投資は，前年度比 46.8％増の 455億
ドルと大幅に増加して，世界各国の対外投資の順位で
も 2004年度は 8位であったが，2005年度は 6位の地
位を占め，バブル期並みの投資額を記録した。またこ
の 2005年度の対外直接投資増加の内訳では，日本車
メーカーが積極的に投資を行ったことを反映して，製
造業が 57.5％を占めている。このことは近年，日本
企業の海外活動が活発化してきていることを反映して
いる事実を示していると考えられる。特に我が国の企
業の海外直接投資は，中国やアジア諸国の経済成長を
反映して増加傾向を示しており，この傾向は今後も継
続していくと考えられている1）。
企業が海外に進出して，ビジネス活動を行うために
海外諸国に現地法人を設立し，その国の現地人従業員
を雇用して事業活動を行った場合，そこに様々な問題＊ 専修大学商学部教授
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や摩擦が惹起することは周知の事実である。これは進
出企業にとって企業を取り巻く政治，法律，経済，社
会制度や慣習，宗教，文化など様々な経営環境が異な
ることから，必然的に発生することであると考えられ
ている。これら海外に進出した企業の海外現地法人で
発生する様々なトラブルや摩擦は，進出した国や地域
によって多種多様であるが，海外に進出した企業が普
遍的に直面する問題や摩擦が存在するといわれてい
る。それは海外に進出した現地法人において，外国か
ら進出した企業側の母国から派遣された経営者や管理
者，それに技術者やその他のスタッフと，受入国の現
地人従業員との間に，必然的に惹起してくる避けられ
ない事柄である。
企業は環境が異なる様々な国や地域に存在して，
日々活動を継続している一つの社会制度である。その
ために国や地域の様々な経営環境を反映している一種
の有機体でもある。したがって，元来存在してきた母
国とか一定の地域の様々な経営環境から，大きな影響
を受けて存在していると考えられる。特にその地域や
国の社会制度とか，人々の価値観や行動様式の特質に
影響を受けたり，様々な制約を受けながら，その存在
を維持しているといえる。このことから世界各国の企
業は国や地域の特質を保有しながら，企業活動を行っ
ている。したがって企業は存在する国の特色を吸収し
ながら，その企業制度や企業活動に特徴を出した型で
存在しているために，いわゆる欧米的な経営制度と
か，日本的経営制度といわれるものが存在しているこ
とになる。
このように国や地域の特質を保有した企業が，それ
と異なる特質を持った国や地域に進出した場合には，
必然的に進出した企業や受入国の従業員の間に，問題
や摩擦が惹起するのは当然なことであるといえる。筆
者はこのことに着目して，海外現地法人において企業
の本国から派遣されている経営者や管理者，その他の
技術者やスタッフと受入国側の現地人従業員の間に
は，どのような問題とか摩擦が発生しているのか，そ
れは進出国や地域で同じように発生しているのか，そ
れとも進出した受入国や地域によって，それらは異な
っているのかに関心を持ち，長年にわたって海外に進
出しているわが国企業の，海外現地法人に派遣されて
いる日本人経営者や管理者，技術者などのスタッフだ
けでなく，現地日系法人で働く現地人従業員，その他
各国の現地地場企業の経営者や従業員に協力を依頼し
て，様々な調査を実施してきた。その結果，海外に進
出している日系企業の現地法人が一般的に直面してい
るとか，抱え込んでいる問題には，日本的経営制度と
いわれている事柄が多く関係している。またその背後
に日本人経営者や管理者その他のスタッフと，現地人
従業員の職務や企業に対する価値観や行動様式が，大
きく関わりあっているのではないかと考えるようにな
ってきた。
そこで小論は，海外に進出している日系企業の海外
現地法人の経営者や管理者その他のスタッフと，現地
人従業員が抱える様々な問題や摩擦には，両者が保有
する職務や企業に対する価値観や，行動様式がそこに
関わりあっていることを，オーストラリア，タイ，中
国，台湾，韓国，それにわが国の働く人々のそのこと
に関する調査結果をベースに，その事実を検証するこ
とを目的にして執筆をした。
本論の執筆目的は上に述べたとおりであるが，この
ことを筆者は下記のような方法で問題を展開し検証す
ることにした。筆者は上で示してきたように，海外現
地企業の日本人経営者や管理者，それにスタッフと現
地人従業員に対する様々な調査を実施してきたが，ま
ず始めに日本人経営者や管理者達が，現地企業で経営
管理を行っている際，その中でも特に現地人従業員を
日常管理していく場合に，彼らが直面するトラブルや
摩擦に関する事柄を面接調査や，アンケート調査に対
する回答で指摘してもらい，さらにその解決策や対策
についても回答をしてもらった。その上でさらに可能
な人には，その調査結果をベースにコメントや意見を
述べてもらった。このようにして日本人経営者や管理
者，その他のスタッフが直面したり，彼らが抱える問
題点と，それに対して彼らがどのような方法や対策を
講じて，対応をしているのかに関して明らかにする努
力をした。
このことと同時に，筆者は現地人従業員に対して
も，彼らの上司でもある日本人経営者や管理者それに
スタッフと，日本企業における様々な問題点や，彼ら
のそれらに対する不満や批判を，海外現地日系企業に
2
おいてアンケート調査や，従業員と生活をともにしな
がら面接調査と，職場における参与観察調査などによ
って収集を行った2）。
さらに，わが国と海外において仕事をしている人々
の働くことや，企業や職場に対して持つ考えや，行動
様式に関する調査を実施して，各々の特徴を分析と考
察・解明する作業を実施した。なぜならばそれらのこ
とがこの調査の目的とした，日本人スタッフと現地人
従業員間に，様々なトラブルや摩擦が惹起する原因に
は，これらの要素が大きく関わりあっているのではと
の仮説を立て，そのことを中心に問題の分析と解明を
行うことであったからである。
したがって小論は日本人経営者や管理者からの問題
提起，次に現地人従業員達の日本人や日本企業に対す
る不満や批判，最後に働くことと企業に対する考えや
行動基準と，上に述べたこととの関係について，複数
の調査を基に分析と解明を行ったものである。各種の
調査は現在でも継続して実施しているために，新しい
データを得ることが出来た時点で，そのデータと分析
結果などを加えて，論文の内容をグレードアップして
いきたいと考えている。
．海外現地企業の日本人スタッフと現地人従業
員の職務や職場・企業に対する考え方や，行
動の差異の要因は何か。
企業が海外に進出した場合，企業がその主な活動を
行っている国である母国とは，経済，社会制度，文化
など様々な経営環境が異なるために，その企業が進出
した国や地域においてある程度の差異はあるが，種々
の問題に直面することは，多くの企業情報やいろいろ
な研究から周知の事実となっている。特に欧米諸国の
経営手法や制度と異なる面が多く，特殊性が多いとい
われている日本的経営制度や経営手法や手続きを用い
て，進出した海外諸国においてもそれらの多くを日常
の経営管理に導入して，適用したり活用しているとい
われている海外現地日系企業において，日本から現地
に派遣されている経営者や管理者，その他の技術者や
スタッフは日々現地での経営活動を，現地人管理者や
従業員を活用して，彼らと一緒になって業務を遂行し
ていく場合，特に現地人スタッフを管理していく際
に，日本国内で部下を管理していく場合とでは，かな
り異なった管理上の違いとかトラブルや，摩擦に直面
するといわれている。
このことを初期の研究段階で，多くの先行研究や資
料報告とか現場の実態報告，様々な文献や関連する資
料などから知ることになった筆者は，これらの事柄に
大きな関心を持つようになり，自らも様々な国に進出
している企業の，現地日系企業を訪問し，現地の日本
人経営者や管理者，その他のスタッフならびに現地人
従業員達の協力を仰ぎながら，長年にわたって様々な
調査を実施して，今日の研究の基礎を築いてきた3）。
この調査と研究によって，現地人従業員達の仕事や
企業に対する考え方や，行動様式の把握と分析を行
い，その結果海外現地日系企業に派遣されている経営
者や管理者，それに技術者やその他のスタッフは，進
出した国や地域によって多少の差異はあるが，現地人
従業員を管理していく場合，日本国内における管理と
は異なる問題に直面するとか，日本国内では経験した
ことがない多岐多様なトラブルや，摩擦を体験してい
る事実を把握することが出来た。また一方で，海外日
系現地企業の現地人従業員達も日本企業の経営制度と
か，日本式経営手法や手続きなどに対して様々な不満
や，要望を持っている事実を把握することが出来た。
これら両者が各々の異なった立場から指摘している
問題点や，現実のトラブル（＝問題）とか摩擦に関し
て分析や考察を行ってみると，そこには多種多様な要
因が複雑に関係していたり，影響を与えていることが
理解出来た。それと同時に現地企業の日本から派遣さ
れている経営者・管理者やその他スタッフが指摘す
る，日常の経営・管理をする上で感じる差異や問題点
の多くは，主に現地人従業員を管理・コントロールし
ていく時の事柄に，関係していることが判明してき
た。
そこで筆者は海外現地企業において派遣された日本
人経営者・管理者やスタッフが直面している問題とか
摩擦の問題は，彼らと現地人従業員の仕事（＝職務）
とか企業、組織や職場に対する考え方や，対応の仕方
への両者の差異から惹起していることが多いのではな
いかと理解し，現地日系企業の経営者や管理者・その
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他のスタッフに対する調査と平行して，現地日系企業
や地場の企業で働く現地人従業員や現地人の仕事や，
職場それに企業に対する考え方。それに彼らが日常生
活を送っていく際に影響を与えていると考えられる価
値観とか，彼らの行動様式に関する調査を，筆者が長
年にわたって調査を実施してきたタイ，オーストラリ
ア，中国，台湾，韓国，マレーシアなどの国々におい
て，現地日系企業や地場の企業の協力を得て実施して
きた。この作業は現在でも継続して実施している4）。
小論は上に述べた国々において実施した，現地人従
業員や現地人の仕事や職場，企業に関しての彼らの考
え方や，仕事や職場・企業への対応の仕方，行動様式
に関して行った調査結果と，海外現地日系企業の経営
者・管理者やその他のスタッフが指摘する管理上の問
題点との関連性を分析・考察して両者の関係を解明
し，今後この種の問題が惹起した時の解決策と，その
対策を見つけ出す一助となることも目的にして執筆し
たものである。この事柄に関する調査は現在も継続し
て実施しているので，さらに多くの国における調査結
果が得られた後に，この小論に加筆して，より詳細な
研究結果として公にしたいと考えている5）。
それでは本論の緒として，海外日系現地企業に派遣
されている経営者・管理者その他の技術者やスタッフ
が，日常の経営管理活動を実施している時や特に現地
人従業員を日々管理していく際に，彼らが多く体験し
たり，しばしば直面している問題と指摘しているとす
る事柄から，特にその中でも指摘が多くなされ，かつ
各国において共通して指摘されている項目から，取り
上げて以下に記述することにしたい6）。
a）職務と職務範囲の明確化
まず，各国現地日系企業の主に日本人経営者や管理
者，それに一部スタッフが指摘する事柄で，各国で実
施した調査で一番多く，また共通に指摘するとか，意
見として出された事項を以下に取り上げていくことに
したい。最初は最も指摘や意見が多くあった事柄とし
ては，現地人従業員達は自分の仕事は何を行うべき
か，すなわち職務が何であるかを明確にしており，そ
れに加えて職務範囲を明確にしているということであ
る。具体的に，日本人経営者や管理者は次のように指
摘する。「海外現地企業では従業員達は自分の仕事と
その範囲を明確にしている」。すなわち現地人従業員
は，自分の仕事（＝職務）は何かの考えを明確にして
おり，かつ自らの仕事の範囲を明確にしている。その
ために自分が職務と考える以外のことは必要であって
も行わない。また彼らが自分の職務と考えている以外
の仕事を依頼しても引き受けない。またこちらから命
令や指示を与えても素直に従ってくれない。彼らが自
分の職務と考えている以外の仕事をさせると，そのこ
とに対しての報酬を当然のことのように要求すると
か，職務契約の変更を求めてくる。そのような考えを
持って行動する彼らは，自分の職務と考えている仕事
を，他人や部下に絶対に教えない。このことで注意を
与えたり命令して行わせた場合，彼らは大変不満を抱
いたり，そのことを不満として退職をすることが多
い。このような考えや行動をする現地人従業員は今ひ
とつの特徴として，同僚や関連部署の仲間と仕事上の
協力が必要であっても，協働することを極端に嫌い，
命令や指示をすると従うこともあるが，そのようにす
ると，結果的に彼らを退職させることに繋がってしま
うケースが多い。彼らは個々人で職務を個別に遂行す
るのが一般的で，同僚や部下と集団で職務を遂行する
ことを嫌ったり，集団で協働して職務を遂行すること
が出来ない。以上述べたような考えや，行動を一般的
にとる。このことは海外において現地人従業員に職務
を遂行させる時，いつも直面する問題であるとの意見
や指摘が，日本人経営者や管理者から多く出される。
具体的には，日本人経営者や管理者達が，この各国
従業員が仕事の範囲を限定しているとの指摘する割合
は，オーストラリアでは 88.5％，タイでは 78.7％，中
国では 70％であり，韓国では 68％，その他の国々の
調査でもオーストラリアやタイ・中国などの結果とほ
ぼ同じような回答結果が出されている7）。
このことに関しては，現地日系企業の日本人経営者
や管理者達が，現地人管理者や一般従業員が，日常担
当している職務遂行能力に関して評価している調査に
おいても，担当している職務に関して8），オーストラ
リアでは 68.3％。タイでは 58.3％。中国では 46.6％
など，現地人の現在担当している職務知識や経験能力
を評価するとの回答があり，その他の国々でも同じ程
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度の回答が寄せられている。また現在担当している職
務以外の知識や能力に関しては，低いとする評価が一
般的に示されている。これらのことは上に述べた指摘
が事実であることを，裏付けているのではないかと考
えられる。担当している以外の職務遂行能力では，低
いとの評価が一般的になされる。現地人管理者や一般
従業員の職務にたいする責任に関しても，担当職務に
関しては高く，担当職務以外では低いとする同様な評
価がなされている。また，同僚や部下と協働して職務
を遂行するかとの質問に対しては，そのことを否定す
る回答が，オーストラリアでは 73.5％。タイと中国では
どちらともいえないとする評価が多いために 36.6％，
30.2％と必ずしも高くはないが，その他の国でも同じ
ような評価が出されている。このことからも上に述べ
た指摘を，多少とも裏付ける結果となっていると考え
られる。
上に記述した日本人経営者・管理者達の指摘や意見
に対して，一方で現地企業の現地人従業員達は，日本
企業の経営制度や，具体的な日本人経営者や管理者の
経営・管理方法に関して，以下に述べるような不満や
批判を出している。具体的に彼らの不満や批判を以下
に取り上げて，それらがどのような事柄であるか示し
てみることにしたい。
A）職務を遂行する際に，職務権限や責任が明確に
与えられていないので，職務を遂行するに当たって職
務遂行をどこまで，どのようにしたらよいのか分から
ないで困惑している。日本以外の海外の国々では，
個々人に仕事の権限と責任を与え，その範囲内での仕
事を遂行するようになっている。そのために従業員達
は自分が考える職務範囲を超えて仕事をすると，それ
は越権行為となり責任を取らされるので，同僚と共同
して仕事をすることは，自分の仕事の範囲を超えて仕
事をすることになると考えるので，彼らはそれをしな
いと主張する。
これらのことから，現地人従業員は，日系企業以外
の企業で，職務を協働して行うことはないのと，その
ことに慣れていないことから，同僚と協働して職務を
遂行することに抵抗すると考えられる。ここで注意し
ておかなくてはならないことがある。現地人従業員で
もこの協働することを嫌うのは，事務職員とかいわゆ
るホワイトカラーの仕事をする者たちであって，工場
などの従業員では，一概にこのことは当てはまらない
といえる。筆者は長年にわたって工場内で従業員とと
もに生活しながら調査を行ってきたが，工場などの作
業では，現場の従業員達は，通常一緒に協力しなくて
はならない仕事は，お互いに協力して行っている。こ
のことに関して，現地の工場現場で現地従業員達を，
日々直接に管理している多くの日本人管理者や，技術
者達は認めている9）。
責任に関しても同じく不満であるとしている。この
ことに関して具体的にいうと，彼らは日系企業におい
ては，上でも言及したのと同じく仕事の範囲が明確に
示されずに，自分の仕事の範囲が分からない。責任に
関しても自分にどこまで責任があるのか明確ではな
く，責任のことを考えると困っていると不満を漏らし
ている。彼らの中にはこのことを納得出来ないとし
て，退職してしまう従業員も多いといわれている。こ
のことは彼の職務に対する考えが，明白に示されてい
ると考えられる根拠を示していると考えられる。
B）さらに彼らは日系企業では，同僚や部下と協働
して職務を遂行するように常に指示されるので，自分
の仕事の評価が明確に反映されない。すなわち各個人
が成果にしたがって評価されるのではなく，全員が年
功序列で同じ評価をいつもされてしまう。これでは自
分の職務遂行能力が適正に評価されないので，不平等
であり納得できないとする不満が多くある。このこと
も彼らの多くが，自分が行う職務に対して明確な意識
を持ち，自分達の職務範囲を明確にしていることを裏
付けていると考えられる。そしてこのことは現地人従
業員が強い不満とする，“日系企業における権限と責
任の明確化が欠如している”とか“日本企業はそれを
曖昧にしている”との指摘と共通する面を持っている
といえる。
すなわち，ここでの問題は日系企業と，それ以外の
現地企業や外資系企業などにおいての職務に関して，
制度上の差異が存在していると考えられる。具体的に
は日本以外の国々では，一般的に企業における業務は
集団に一括して与えられるのではなく，職務は個人に
明確に割り与えられており，そのために職務を遂行し
ていくための権限と，職務を遂行した責任ならびに成
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果が，個人一人一人に求められ，それによって評価さ
れて，それが報酬や昇進・昇格などに密接に結びつい
ている。個人での職務遂行と職務範囲の明確化は，現
地人従業員の基本的な考えであり，姿勢でもある。し
たがって上司や同僚それに部下や時には，他の関連す
る部署の人々と協働して仕事をするとか，仕事を助け
合ってすることは一般に理解しがたい事柄である。
この集団での共同作業を嫌う彼らの考えや行動様式
には，上に述べた職務を個人で遂行する考えとか行動
として，ここでも如実に反映されている。しかし，集
団主義による業績の達成と，集団での責任体制が当然
とされる日系企業ではこのことが問題となる。
C）次に現地人従業員は，現地日本人経営者や管理
者は，何でも日本式に遂行したがるので，自分達が今
まで行ってきた仕事のやり方や，方法が無視されて働
きにくい。日系企業ではどうして各自の職務を明確に
して就業させないのか。職務権限と責任範囲を明確に
しないのかと不満を募らせている。すなわち日本人ス
タッフの中には，日本と全く同じ経営管理手法や考え
方を，それが唯一正しいと信じて，現地の経営管理に
適合したやり方を無視したり，現地人従業員の考えな
どを軽視するとか，無視したりする。創造性を認めな
いで自分達の考えを押し付けることが多い。彼らは現
地人従業員の考えなどを無視して，一方的に現地での
経営管理を行う者がいて，現地でのマネジメントを混
乱させてしまうものがいると彼らは指摘する。上でも
取り上げた日本企業の集団課業達成方式と，集団で責
任を負っていく日本的な職務遂行方法や考え方は，日
本以外の国々では納得して受け入れられないことを，
このことは現実に示している指摘であると理解出来
る。
それでは続いて，上で述べた職務に対する両者の認
識や行動の差異に関して，このことから両者がお互い
に相手に対して不満としたり，問題があるとして指摘
する事柄に関して，今ひとつの調査である現地人従業
員達の，働くことや職場・組織に対する意識を探った
調査から，両者の考え方の差異を惹起していると考え
られる原因とか，その背景として影響していないのか
を，調査結果から分析と検討を試みることにしたい。
彼らが自分の職務を明確にする。また職務範囲を明
確にしてその中でのみ仕事を行い，かつ同僚や部下と
協働して職務を遂行することを嫌う理由を検討するた
めに，彼らの仕事に関する考え方や意識について検討
してみた。
まず A）彼らが職務に満足している理由に関して，
その理由を尋ねたところ，現在の仕事が自分に適して
いるとする回答が，オーストラリアでは 54.7％，中国
では 48.4％，タイでは 60％。韓国では 33.2％，台湾
では 41.9％と，彼らが現在の仕事が自分に適してい
るので，仕事に満足していると回答している。他の給
料が高い，上司が良い，福利厚生が良いなどその他の
理由が 10％程度なのに比較して，かなり高い回答が
出されている。このことから判断すると，彼らにとっ
て現在の仕事が自分に適していること，すなわち自分
が考えた職務についているし，彼らが現在の仕事が自
分に適合していると考えており，彼らが自分の職務は
自分に適合しているから，仕事に就いていることを，
如実に示していると考えられるともいえる。
また B）現在の会社を選択した理由では，自分の能
力が生かせるとする回答が，オーストラリアで
50.0％，タイで 55.0％，中国で 31.6％，他の国ではオ
ーストラリアやタイに近い数値を示している。また，
オーストラリア，タイ，はじめ他の国々でも，他の回
答項目の給料，生活のため，将来を考えてなどの回答
が 10％以下であるのに比較して，このことに対する
回答が比較的高くなっている。このことも彼らが現在
の仕事において，自分の能力を生かせると考えている
ことを，明白に示していると考えられる。
さらに C）彼らは現在の仕事を遂行していく上で，
自分は能力を十分に持っているとする回答が，オース
トラリアでは 57.8％，タイでは 55％，回答率の低い
韓国では 16.9％，中国でも 22％，台湾では 20.5％で
あるが，ここでもその他の回答よりはるかに高い値を
示している。このことからも彼らは，現在自分が担当
している職務遂行能力を持っているから，現在の職務
に就いていると，彼らが考えているということが理解
出来る。
D）そのほかに仕事の責任に関して尋ねた質問で
は，自分の権限の範囲で責任を果たすとする回答が，
オーストラリアでは 29.7％であるが，タイでは
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50.5％，韓国では 45.0％，中国では 44.5％と多くなっ
ている。
E）仕事に関しては決められた範囲内の仕事をする
と同じ割合で，与えられた仕事だけに責任を持つとの
回答も同じようにある。このことから現地人従業員
が，自分の仕事の範囲を明確にしている理由が推測出
来る。これらのことからも現地人従業員の職務に関す
る考え方や，行動様式が理解出来，仕事を遂行する場
合，日本とは異なっていることが理解出来ると考えら
れる。
この他に現地人従業員達が，職務を遂行する際に自
分の職務を明確にしていること，そして自分が考える
職務の範囲以外の職務をしない理由として考えられる
ことは，わが国以外の海外の国々では，日常業務を遂
行する場合，会社や上司から自分に与えられた職務以
外のことをすると，一般的に職務規律違反になること
が多いからである。すなわち海外諸外国の企業では，
職務は就業契約によって明確にされており，職務によ
って賃金や職位が明確に規定されていることが多く，
職務は一種の社会的ステイタスとして固定されてい
て，他の職種の仕事をするには許可や命令が必要であ
るからである。また彼らが仕事を求める場合，仕事に
必要な資格や能力が明確にされているために，仕事を
求める場合には，それらが要求されることを理解して
いる。したがって彼らは就職する時点で，自分の仕事
を明確にしている。そのために日本以外の国々では一
般的にいって，従業員達は自分がどの職務に就きたい
か，入社，就職した時点で明確にしていることから，
自分の努力で職務に要求される必要な知識や能力を，
様々な教育機関や職場経験によって獲得している。し
たがって日本のように企業内教育訓練を様々な機会に
行い，従業員を多能職がこなせる多能工として育成し
ていないために，自分の専門とする仕事以外の職務に
は対応出来ないことも，この問題の原因として挙げら
れる。日本ではごく当たり前とされている，同僚や他
の関連部署の人々と協働して，職務や作業の遂行に難
色を示すことは，彼らが自らの職務に対する意識を明
確にしていることから，同僚や他の人の職務遂行に協
力することは，職務権限違反となるので出来ないこと
になる。また同僚の仕事を手伝って責任問題が発生し
た場合のことを考えて，協働することを極度に忌避す
る傾向がある。同僚や仲間の仕事を手伝うことは，手
伝った人の能力が低いとみなされ，首になることがあ
るので，自分の仕事以外のことはしないことにもな
る。
すなわち，両者には基本的に職務遂行に対する考え
方が，大きく異なっていることから，このように双方
から不満や批判が出されることになってくると考えら
れる。すなわち仕事（＝職務）に対する両者の考え方
が，基本的に大きく異なっていることが原因となって
いる。このように海外現地企業における経営と従業員
管理には，働くことに対する意識や国々における経営
管理制度や，考え方が大きく異なっているのである。
したがってこのことを理解しない限り問題は解決しな
いと考えられる。
このように現地人従業員の職務に対する考え方から
も，彼らが職務に対する明確な意識を持ち，その結果
職務範囲を明確にしていることが上に述べた事柄から
も，明らかになってくる。そして彼らが持つ仕事や会
社に対する意識が，彼らが働く時に大きく影響をして
いることが理解出来る。
現地に派遣されている日本人経営者や管理者，その
他のスタッフはこのことを理解して，現地での従業員
の管理を慎重にしていかなければならないといえると
思う。
それでは次に，このことと同様に，現地日系企業の
経営者や管理者から，現地人を管理していく際に，日
本の管理とは異なることとして多く指摘される事柄
は，現地人従業員達は，部下や同僚に仕事を教えない
とのことである。この指摘も上で言及してきたこと
と，かなり密接に関連していることではないかと考え
られる。
以下にこの事柄に関して，日本人経営者や管理者が
指摘する事実と，現地従業員達のこれに関連した不満
や批判，それに彼らの仕事や会社などに関する考え
方，すなわち働くことに対する意識などから，分析と
考察を行ってみることにしたい。
b）同僚や部下に仕事を教えない，部下の面倒を見ない
具体的には，日本人経営者や管理者達が各国従業員
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が 部下や同僚に仕事を教えないとか，部下の面倒を
見ないと指摘することは実際にどのようなことなの
か。日本人経営者や管理者の指摘では，現地人管理者
や従業員達は，同僚や部下に自分の仕事に関する知識
や技術，それに Know―howを教えない。また指示や
命令をしてもそのようにすることを躊躇するとか，時
には強く拒否するとのことである。特に指導的立場に
ある管理者が部下の仕事の指導をしない。そこで指導
するようアドバイスすると，部下の指導は自分の職務
ではないと反論してくるとの事である。現地人従業員
には同僚や部下と，協働して職務を遂行する考えがほ
とんどないので，必要でも自分の知っている知識や技
術を，部下や同僚に伝授したり指導したりすることが
ないと指摘する10）。
さて，日本企業なら当然と考えられている，この仕
事に関しての知識や技術の伝授が，海外現地日系企業
では，指示しても自分が知っている仕事上の知識や技
術，それに必要なことをお互いに教えないばかりか，
意図的にそのことを避けることが一般的に行われてい
るといわれている。
この両者の相違点の原因は何であろうか。まずいえ
ることであるが，日本企業や海外日系現地企業におい
ては，組織や集団で企業目的や業績を達成していく方
針を採用しているために，業務活動のほとんどを集団
主義体制で遂行している。またこの集団主義体制の考
えの下では，ほとんどの活動が組織や部，課，係，グ
ループなどで行われ，個人が自己の職務を独立して遂
行することはまれであるか，あったとしてもそのこと
は極めて少ないと考えられる。日常活動の全てが上司
や同僚，部下それに関係する部門や人々と常に協力し
て業務が行われている。このシステムの下では，同時
に集団責任の考えの下に，責任は連帯責任の考えが一
般的にとられている。すなわち日本企業や海外現地企
業では，一般的に集団的な課業の達成と，集団責任体
制（＝連帯責任）で全体的な企業活動が行われてい
る。したがって集団主義体制の下では，業務活動を円
滑に遂行し課業達成を成功させるとか，問題や事故が
発生した場合には集団で責任を負っていくという考え
があるので，全てのことが同僚や部下と協力して行わ
れる。そのために先輩や上司は常に同僚や部下，その
他関係ある仕事をしている人々や部署に，積極的に仕
事を教えたり連絡を取り合ったりして，全体的に協働
作業が円滑に遂行されるように努力をしている。川上
と川下，すなわち前工程と後工程の協力を，密接にす
るために企業内では仕事の内容や，仕事の遂行に必要
な事柄に関して，自分が知っていることは全て同僚や
部下に積極的に教えるとか，また訓練をしたりする。
このことは集団で課業を遂行する企業や組織では，全
ての人にとって義務と考えられており，そのようにす
ることは全ての人，特に管理者にとって必要十分条件
である。またこのシステムを維持していくために，日
本企業や海外日系現地法人では，従業員を中心とした
様々な社内や社外研修での機会を通して行われてい
る。またこの制度の下では，職務の訓練と充実，さら
に職務の変更をメンバーが受け入れられるようにする
ために，Job rotationが当然のこととして実施されて
いる。
これらは集団として業務が成功裏に達成出来るよう
に，さらに相互に業務連携が円滑に行われるように，
配慮して実施されていることであると考えられる。こ
のことに関していま少し言及してみると，集団主義体
制で業務の遂行や，集団責任の考えが強いわが国の企
業では，全体としての業務の遂行結果は，全体のメン
バーの個人的職務達成能力や，業務に対する協力の度
合いによって決まってくるために，個々のメンバーの
能力や，協力する姿勢がそのことに大きく関わりあっ
てくるといえる。そのために個々のメンバーの能力を
少しでも skill―up しておく必要がある。メンバーに
能力が低い人間が所属していることは，全体としての
業績達成を低くするとか，事故や問題の発生の要因を
抱えていることになってしまうからである。
したがって，上司や先輩が同僚や部下それに関係す
る部署や人々に，業務に関する知識や技術を公開して
教えるばかりでなく，その延長としてさらに進んで上
司とか先輩は，積極的に部下や後輩の面倒を職務に関
しては勿論のこと，個人的に様々な面倒を見たり相談
にのったりすることが，ごく当然のこととして行われ
ている。それが出来ない場合には問題とされる。その
ために日本企業では管理者への昇進や，リーダーとし
ての職務を遂行していく条件として，部下や後輩の面
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倒をどれだけ見ることが出来るか，そのことが必要条
件とされている11）。
これらのことから，現地企業で働く日本人経営者や
管理者は，このことは当然のこととして考えている。
そのために日本の企業や海外日系企業でも，この制度
や考え方がごく当然のこととして存在していると考え
られる。
海外日系企業の経営者や管理者，それにスタッフは
日本において長年，集団主義システムの下でこの方法
に従って仕事をしてきており，そのことをすることを
当然のこととして考えてきていると考えられる。彼ら
は常に業務は全員の協力と助け合いによって遂行さ
れ，かつ達成されると考えるとか，信じているからで
ある。この考えを当然のこととしていることから，彼
らは現地人従業員に対しても同じことを求めることに
なるといえる。
しかし，日本以外の国々の企業や組織ではこの考え
方や，システムは存在しないことが多い。なぜであろ
うか。その理由は，海外諸国における企業や組織にお
ける業務の遂行方法を見てみると，明らかに日本企業
や海外日系現地企業が一般的に採用するとか，考えて
いる集団主義的な業務遂行や達成とか，集団による責
任の考えを受け入れているところは，ほとんどと言っ
てよいほど存在していない。日本以外の国々では，一
般的に業務は集団ではなく，個人に明確に割り与えら
れており，そのために職務を遂行していくための権限
と，職務を遂行した責任と成果が個人一人一人に求め
られて評価され，それが報酬や昇進・昇格などに明確
に結びついている。またこのことは雇用条件として雇
用契約の際に両者が明確に確認して，雇用関係を結ん
でいる。
また，一般的に言って，このような職務（職種）に
は明確な能力や技術，それに資格が求められており，
職務を選択する場合にはそのことを条件として考えな
くてはならない。また職務や職位は一種の社会的ヒエ
ラルキーとして考えられているために，職務（職種）
や職位を求めることは，それなりの知識や能力ならび
に資格が必要であることを，各自が自覚している。そ
れゆえにそれらの国々で人々はある職務（＝職種）に
就くことを希望する場合には，その職務（職種）に就
くのに求められている知識や技術，資格要件を満たし
ていることを当然求められている。そこで諸外国で
は，一般的にいって事前にその要件を満たすための教
育や訓練を自己責任で身につけたりしている。その
際，教育や訓練のコストは自前であり，自分の個人努
力で習得していて，日本のように企業内での様々な研
修によって得ることを考えていない。このような理由
から，彼らは自分の就きたい職務（＝職種）を，まず
各自が明確にしているといえることである12）。
そのような雇用システムと考えを，社会と人々が容
認して共有している国々では，職務（＝職種）は明確
にされており，就業者は職務（＝職種）を明確に選択
して集合しているために，日系現地企業に就職してか
ら，同僚や部下，その他関連する仕事を遂行している
人々に，職務内容を教えるとか，指導していかなくて
はならない理由が，理解出来ないと考えられる。
現地人従業員達が，部下や同僚に仕事を教えないと
か，部下の面倒を見ないことの具体的例としては，上
でも述べたが自分の職務を明確に意識していること
と，仕事の範囲を明確にして仕事をするため，仕事を
遂行していく場合，基本的に同僚や部下の仕事と，自
分の仕事は直接関係がないとの考えを持って仕事をし
ている。そのために仕事を同僚や部下に教えたりはし
ない。そのようなことは彼らにとって他人の仕事への
不要な干渉であり，トラブルのもとになる。仕事に関
する知識や技術を習得したかったら，学校やしかるべ
きところで，自分の負担と努力によって行えばよいと
考えているようであると，複数の現地の経営者や管理
者，技術スタッフが話をしてくれた。現地スタッフ
は，現地スタッフ同士で業務を助け合ったりしない。
自分の仕事を他のスタッフに教えない。時間的に余裕
があっても自分の業務範囲以外の仕事はしない。他人
の仕事は知らん顔して関心を持たない。同僚や他の人
の仕事に無関心であることから仕事上の連携が悪い。
同僚や部下に仕事を教えるように指示をしても，従わ
ないし十分に教えない。自分の仕事を同僚や部下に教
えたら，自分が行っている仕事を失ってしまうのでは
ないかと考えて，教えたがらない。同僚や部下に対し
て仕事を教えることを，明確に拒否する例もあったと
話をしてくれたケースもある。いくら仲の良い友達や
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同僚でも仕事に関しては教えない。同僚や部下に自分
の仕事を教えたら自分の優位性が失われ，賃金や昇格
の交渉に不利であると考えていると思われる者もい
る。仕事は自分が経験を通してマスターするものであ
ると考えている，彼らの多くは仕事を覚えたら，それ
を武器に他の会社に転職してしまう。時には仕事を十
分にマスターしたら，会社と取引する会社を立ち上げ
て，ビジネスを申し込んできたとの指摘も受けた。こ
のように仕事の知識や技術は自分の財産と考えること
が一般的であるから，同僚や部下に仕事を積極的に指
導する者はいない。以前熱心に指導する従業員がいた
が，仕事を教えた部下を引き連れて，会社を立ち上げ
て独立を果たしていた。会社は自分の仕事の知識や技
術を磨き上げる所と，多くのものが考えて仕事をして
いるなどなど，この件に関しては，様々な指摘を多数
の会社で聞かされた。
この部下や同僚に仕事に関する知識や技術を教えな
い，部下に対して管理者が指導をしないという指摘に
関して，彼らの各国における現地人管理者や，従業員
の職務や態度などに関して評価を依頼した調査結果か
ら，このことに関係する意見や指摘について見てみる
と，A）自分の職務以外の責任についてどうかと質問
をしたところ，オーストラリアでは低いとする回答
が，大変低いも含めて管理者では 81.8％，一般従業員
の場合も 75.9％。タイでも管理者では 82.9％，一般従
業員では 87.8％。中国ではどちらでもないとの回答が
多かったために 23.9％と低くはなっている。その他
の国々でも責任が低いとする回答がオーストラリアや
タイと同じになるように出ている。また管理者が部下
の面倒を見たり，必要な指導を行わないに関しては，
オーストラリアで 63.5％，タイでは 53.7％，中国でも
50％，その他の国々でも同じような結果が出されてい
る。
これらの回答結果から考えて，現地人管理者と従業
員は同僚たちに，自分の持つ仕事の知識や技術を教え
ないことが理解出来る。さらに管理者に関しては部下
の面倒を見ない，指導を行わないことが一般的である
と考えることが出来る。
さて上に述べた日本人の経営者や管理者の指摘に対
して，上でもすでに触れたが，現地日系企業の現地人
従業員達は，むしろこのことに関しても日系現地企業
の経営制度や，業務遂行方法に対する不満や批判をし
ている。
彼らは日系企業では職務範囲が明確でなく，したが
って職務遂行のための権限や，職務責任が明確に規定
されていないので，職務の遂行が十分に出来ないと
か，日系企業では。職務遂行のためのマニュアルがな
くて職務内容が不明確である。理由も理解出来ないま
まに，同僚と仕事を協働するように命令や指示を与え
られると，不満や批判をあからさまにする13）。
また如何なる理由で，自分の努力によって獲得した
職務に関する知識や技術を，同僚や部下達に理由も明
確に分からないまま，伝授しなくてはならないのか，
彼らは理解出来ないでいる。彼らは部下や同僚が必要
なら自分と同じように，自己負担で職務に関する知識
や技術を習得すべきであると，まず始めに考える。
もし，自分が仕事に関して保有している知識や，技
術を他人に教えたら，自分の優位性が保てなくなり，
自分の職務を失ってしまう危険性がある。そのために
仕事の知識や技術，know―howを同僚や部下に安易に
伝授出来ないと考える。彼らにとっては仕事の知識や
技術は，彼らが生活をしていくための大切な財産であ
るから，安易には公開したり教えたり出来るはずがな
いといえる。
筆者は複数の工場で調査をしている時，社命で日本
に技術研修にいき，研修が修了して帰国した従業員の
報告会に，参加する機会をたびたび持つことが出来た
が，まず共通していえることは，彼らが日本で受けて
きた研修内容に関して明確な報告がなく，現地日本人
経営者や管理者から，具体的にその件に関して報告を
求められると，各地の工場で様々な研修を受けてきた
ので忘れてしまったとか，自分の能力では研修内容が
難しすぎて，理解出来なかったと言い訳をすることが
多くあった14）。最悪なことは研修で習得した技術や知
識を活用して，転職してしまうケースが多いことであ
った。経営者達はこれでは多額に費用をかけて，日本
に派遣しても無駄であると口にするが，本社から毎年
研修のために，現地人従業員を派遣するように要請さ
れるため，研修を続けなくてはならないが，全く役に
は立たないという。優秀と思える従業員を派遣する
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と，帰国後にほとんど転職してしまうという，ジレン
マに悩んでいると話してくれた現地経営者が多数い
た15）。
また彼らに同僚や部下に対して，仕事の指導をする
ように指示を与えるとか，命令をしたりすると，な
ぜ，仕事の遂行方法や，手続きに関するマニュアルが
日系企業では存在していないのかとか，存在していて
も活用しないのかと反論してきたり，そのことを嫌っ
て退職してしまったりするといわれている。
これらのことからも，彼らにとっては職務知識や技
術は大切な財産であるから，それらを他人に安易に公
開したり，伝授することは出来ないことを示している
ことが理解出来る。
さらに，このことに関して，彼らは日本人スタッフ
の中には，日本と全く同じ経営管理手法や考え方を，
それが唯一正しいと信じて，現地の経営管理に適合し
たやり方を無視したり，現地人従業員の考えなどを無
視して，一方的に現地での経営管理を行う者がいて，
現地でのマネジメントを混乱させていると批判をした
りする。
また，日系現地企業では，職務遂行に必要な権限と
責任を明確にしないために，職務遂行や責任に関して
混乱が常に発生する。仕事を円滑に遂行していくため
に，企業には必要なマニュアルや，職務分掌規定が必
ずあるのに，それを見たことがない。そのために職務
を遂行する際に混乱がたびたび発生する。また会社の
都合で様々な仕事をさせるなどの不満や批判が，調査
の回答に記述されてくる。
以上，述べてきたように海外日系企業では，このこ
とに関して日本人経営者や管理者，その他のスタッフ
と，現地人従業員が相互に不満や批判をしているのが
現状である。それならばなぜこのような不満や批判が
存在してしまうのか，その理由として上でもその背景
要因についてすでに言及したが，この他に両者が職務
や，職務遂行方法に対して異なった認識や，考えを保
有しているのが大きな原因ではないかと考えられる。
そこで，現地人従業員の職務や職場，それに企業に対
し持つ意識や態度に関して実施した，調査の結果を参
考にしながら，このことに関して両者の考えが異なる
のか，分析と検討を以下で行うことにしたい。
この調査の中で，彼らが職務に対して持つ意識とし
て，仕事を遂行していく能力に関して質問をしたとこ
ろ，現在の職務を遂行することに関して，自分の保有
している知識や能力で十分であるとする回答が，オー
ストラリアでは 57.8％，タイでは 50％，中国でも 42.6
％，その他の国々でもほぼ同じ程度ある。韓国では
16.9％と他の国々に比較してやや低いが，また現在知
識や技術の習得に努力しているとの回答が，オースト
ラリアでは 28.1％，タイでは 40.5％，中国では 42.6
％，韓国では 58.2％，その他の国々でも同じような結
果が出されている。
これらのことから考えてみると，現地従業員達は現
在の職務を遂行する能力を持っていると，考えている
ことが理解出来る。また，現在仕事を通して習得の努
力をしているとの回答割合から考えて，必要なら仕事
を通してそれを積極的に獲得していく，職場はそのた
めにもあると考えていることが読み取れる。このよう
なことから考察してみると，職務に必要とされる知識
や技術，Know―howはある程度持っており，必要な
ら仕事を通して習得するとの考えを示していると，理
解することが出来る。したがって職務を遂行するに必
要な知識や能力は，会社とか上司や同僚達から教えて
もらうより，自分の力で努力して習得すべきであっ
て，他人が積極的に教えることではないと考えている
と思える。また将来に必要と考えることでも，将来を
考えて技術や知識を習得するとか，勉強をするとの考
えを強く持っていることがわかる。この点で，日本人
経営者や管理者との考えに開きがあることが理解出来
る。
このことから両者の仕事や企業に対する考えの差異
が，ここで取り上げた問題点とされることや，批判と
か不満となっていることが理解出来る。したがって，
職務や企業に対する考え方や行動特性が，異なる国に
おいては，様々な問題を生み出していることが理解出
来る。
それでは続いて，上で述べた職務に対する両者の認
識や行動の差異。このことから両者がお互いに相手に
対して不満を感じているとか，問題があるとして指摘
した事柄に関して，今ひとつの調査である現地人従業
員達の，働くことや職場・組織に対する意識を探った
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調査から，両者の考え方の差異を惹起していると考え
られる原因とか，その背景として影響していないのか
を調査結果から分析と検討を試みることにしたい。
まず，同僚に自分の仕事の知識や技術を教えて指導
するかに関して，このことは仕事に対する責任と関係
していると考えるので，その面から彼らの意識につい
て検討してみると，仕事に関する責任の回答として
は，自分の仕事には責任を持つと，自分の権限の範囲
以内だけ責任を持つとする回答，すなわち同僚や部下
の仕事には関わりたくないとする答えが，オーストラ
リアでは 81.8％，タイでは 75.0％，中国では 66％，
そのほかの国々でもほぼ同じ結果となっており，自分
の職務範囲の事柄に関して責任を持つとして，暗に同
僚の仕事に関することには関わりたくないとする考え
が出ている。このことから同僚には，あえて仕事の知
識や技術を教えないとの考えを持っていることが理解
出来る。これは仕事の知識や技術は，自分の力と努力
によって獲得するとの考えを常に持っているという，
彼らの一般的な考え方が示されているとも言えること
である。このことからも従業員の仕事に対する考え方
が，ここにも現れていることが理解出来る。現地従業
員の仕事とか企業に対する考え方や，行動様式は看過
出来ない面を持っていると言える。
次に，日本人経営者や管理者，その他の技術者やス
タッフの多くが指摘する事柄として，現地人従業員の
ほとんどの者が自己中心的な考えをする。またその様
な行動を一般的にするとのことである。この指摘は上
で取り上げた事柄の要因となっており，また表裏の関
係にあるのではないかと考えられるので，以下に日本
人経営者や，管理者に実施した調査の質問に対する回
答を基に，何故このような指摘が多くなされるのか，
その理由について分析しながら，詳しく考察をしてみ
ることにしたい。
c）自己中心的な考えや行動をする
日本人経営者や管理者は，現地人従業員達は自己中
心的な考えや，行動をすることが多いと指摘する，具
体的には，彼らは会社や職場のことよりも自分の利益
や事柄を，全てに優先して考えるとか行動をする。す
なわち現地人従業員達は，会社や職場においていつも
自己中心的というか，自分の利益を最優先に考えて，
行動する傾向があるとのことである。
会社や職場において，彼らが通常とる行動の中で一
番特徴なこととして，まず自分にとって，そのことは
利益になるか否かの規準に基づいて考えたり，行動を
しているとのことである。会社や職場にとって良いこ
とや役に立つことでも，自分にとって利益になると
か，有利になることでなければ，彼らはそれを無視す
るとか，放置する場合が一般的である。彼らの仕事や
会社に対する考えや行動は，自分の利益やそれが自分
にとって有利となるかが基本となっている。自分の利
益にならなければ，関心がないと考えているようであ
るとの指摘が多くなされる16）。
時には，あまりにも自己中心的な考えや行動をする
ので忠告を与えたりすると，気が付かなかったふりを
したり，自分はそれが会社や職場にとって良いと考え
て，行ったと言い訳をしたりするとのことである。な
ぜ，このように自己中心的な考えや行動を彼らがする
のであろうか。それは会社や職場それに仕事に対する
考え方が，大きく異なっていることが原因として考え
られる。彼らにとって会社で働くことや仕事をするこ
とは，第一義的に生活のための手段であるからではな
いかと，日本人経営者や管理者は考えている。
このことは上の指摘に加えて，下段で言及する仕事
や会社に対する意識調査でも，現地人従業員達が自分
の幸せや，家族の生活，そして家族全員の幸せのため
に働くと同時に，その仕事が自分にとって適している
から，現在の仕事に就いているとの考えが基本的にあ
り，日本人のように集団主義の考えや行動様式を持た
ない彼らにとって，会社や職場などに対して忠誠心や
一体感を持つ発想は始めからないのである。したがっ
て日本人経営者や管理者にとって，身勝手と思える行
動を彼らはすると考えられていると思われる。そこで
彼らは自分達が今まで生活する際に，通常とってきた
行動や考え方，それらに基づいて自分の国や外国企業
で働いてきたのに，日系企業で今までと同じ事をし
て，日本人経営者や管理者，その他のスタッフから，
自分の考えや行動・振る舞いが身勝手といわれても，
何故そのように言われたり，批判されるのか，彼らに
は理解出来ないことであると考えられる。
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この身勝手と考えられることの具体的な例を，現実
に指摘されたものからいくつか挙げてみると，彼らは
会社のためという意識や考えはほとんどない。それよ
りも自分の利益をまず考える。会社のお金でも違法と
ならない限り，自分の懐に入れようとする。個人の利
益に繋がることは，厳しく管理しないと，使用出来る
ものは全て利用する。事務用品の購入から事務所の賃
貸契約まで個人的利益，コミッションが複雑に絡んで
いることが多い。常に自分にとってプラスとなること
しかしない。自分にとって有利となれば会社のものを
勝手に使う，上司の名前でも平気で利用する。利権構
造や接待構造が当たり前と考える傾向が強い。自分の
利益を考え安易に転職する。
さらに，日本人経営者や管理者が，現地人従業員が
自己中心的な考えや行動をするとの指摘を，具体的な
数字で見てみると，“現地人従業員は自分の権利を強
く主張する，自分の利益を最優先する傾向が強い”と
の指摘が，日本人経営者や管理者に対して実施した調
査において，肯定回答が，オーストラリアでは 93.3％
と多く，タイでは 65.1％，中国では 65.7％，韓国では
59.3％などとなっており，このことを裏付けるような
結果となって示されている。
またオーストラリアでは日常生活でも自己主張が強
く，何事にも自己の権利意識を常に優先して出してく
る。タイでは彼らは身勝手で自分のことしか考えられ
ないのではないか。中国での調査では，気をつけてい
ないと職務を自分が慣れているとか，都合が良いと考
える自己流で仕事をすることが多く，注意すると自分
にとって慣れているとか，そのほうが良いと自分に取
って都合が良いというやり方で勝手に仕事をしてしま
うなど，個別的にはかなり強い批判も出されている。
このことに関して，現地人管理者や従業員の態度に
関して尋ねた調査結果から検討してみると，オースト
ラリア人に関しては，自己主張をはっきりすると考え
ている割合が 72.1％。タイでは 70.1％。中国で自己主
張やアピールが強いとの回答が 70.0％。その他の国々
でも半数以上が，現地人は自己主張が強いことを認め
る回答を出している。
また，彼らが自分のことだけ考えて行動すること
は，上でもすでに言及したことでもあるが，日本人経
営者や管理者が指摘するように，彼らが自分の利益の
ことだけを考えて，安易にかつ頻繁に転職することと
も関係している。現地人従業員が頻繁に転職すること
は，各国で実施した調査においても如実にそのことが
結果として示されている。この容易にかつ頻繁に従業
員が転職するに関して，オーストラリアでの回答は，
日本人経営者や管理者が，前任地が欧米諸国であった
とか，その地域での勤務経験があるために，このこと
をすでに知って管理しているためか，52％と半数強
であるが，タイでは 82.9％，中国では 70％，その他
の国でもタイや中国と同じく高い割合で回答がなされ
ている。
この転職に関しては，日本での終身雇用と年功序列
制度に支えられ，かつ転職が不利になる環境から，転
職をすることが極めて低いのと異なり，海外での従業
員の転職が，彼らの転職率と現地人従業員の会社や組
織に対する忠誠心や一体感の考えが低いという調査結
果からも，このことが裏付けられるが，日本以外の国
では，自分にとってより有利になる職務と待遇を求め
て転職を行う。それが当然と考えられている国では，
日本と異なり転職が多いのは当然であると考えられ
る。ここにも両者の働くことや，会社に対する意識や
考えに大きな違いがあることが，容易に理解出来ると
いえる。
それでは，この現地人従業員の行動や考え方に対す
る日本人の意見や指摘に関して，現地人従業員に日系
企業の諸制度や，上司である経営者や管理者について
どのように考えているか質問をしてみると。以下のよ
うな多種多様な不満や批判が出されてくる。①“日系
企業では企業のことが常に優先されて集団のことが第
一とされ，従業員の個人的なことが考慮されないこと
が多い。”また“日系企業では自分の考えることがや
りにくい”との不満が出される。さらに，②“現地人
従業員の考えや要望などを軽視するか，ほとんど無視
する。”その上に，③“自分達の創造性を認めないで
自分達の考えを押し付けることが多い。”これに加え
て④“そのために現地人従業員の考えや行動を日本的
な考えや基準に基づいて，何かと拘束することが多
い”。これらに加えて，⑤“日本人は現地人従業員が
個人主義で，自己主張が強いと批判しているが，彼ら
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こそ何事に関しても自分達が上で，一方的に自分達の
考え方や指示に従うべきであるとの態度をとることが
多い。”特に日本人には⑥“現地人従業員の考えなど
を軽視するが，現地人も自分達の考えや意見を明確に
持っていることを理解して欲しい。彼らは常に会社に
対する一体感や忠誠心を強要する”。⑦”基本的に彼
らは，“個人事情を無視することが多い”などなどの
不満や批判が，多くの現地人従業員から聞かされる。
これら現地人従業員の不満や批判について考えてみ
ると，この問題の背景にはオーストラリアや西欧諸国
ばかりでなく，中国，台湾，マレーシアなどの国々で
は，自分の考えや意見があったら明白にそれを出すこ
と，特にオーストラリアなどでは，黙っていることは
自分の意見や考えがないことと，みなされてしまうの
が一般的である。したがって，彼らは自分が考えてい
ることを日本人以上に表現するとか，行動に出すこと
が多いと考えられる。時にはそれが過剰になることも
あるが，このような言動をするのは，それぞれの国民
の考え方や社会慣習に従って，彼らにとってそのよう
なことは，ごく通常の言動をしていることであると考
えることが出来る。
確かに日本人ならば口に出さないことや，滅多なこ
とでは行動に表さないことを，海外の国々の人々は明
確な意思表示してくることが多く，筆者もオーストラ
リアやタイ国，それに中国とか，その他の国に滞在し
ている時や，様々な調査を実施している際に，日常の
生活でこれに類したような経験を多くしている。ここ
での両者の考えの差異は，国民性やその地域での考え
方や社会が，その要因となっていると思われることが
多くあると考えられる。その例として，海外では日本
や日本人はもっと自己主張をしたり，発言力を強める
べきではないかとの指摘が多くなされるが，筆者も日
本人は言うべきことや自分の意見を，きちんと言える
力をつけるべきではないかと，海外で生活をしていた
り，海外での学会や会議などに参加したときにそのよ
うなことを考えることが多い。
したがって海外の人々の考え方や行動様式と，日本
人の考え方や行動様式が，上に述べたごとく大きく異
なっているので，この問題を解決することは容易なこ
とではないが，両者がお互いに問題ありとしているこ
となので，解決方法を見つけ出していかなくてはなら
ないといえる。ここでの解決策はお互いの考えや行動
様式をお互いが理解し，妥協できるところや譲れると
ころを見出していくことが，賢明な解決策であるのか
もしれない。この問題に関しては別の機会に詳しく言
及することにしたいと考えている。
それでは続いて，上で述べた職務に対する両者の認
識や行動の差異。このことから両者が，お互いに相手
に対して不満を持っているか，問題があるとして指摘
する事柄に関して，今ひとつの調査である現地人従業
員達の，働くことや職場・組織に対する意識を探った
調査から，両者の考え方の差異を惹起していると考え
られる原因とか，その背景として影響していないのか
を調査結果から，分析と検討を試みることにしたい。
そのまえに，このことに関して現地人従業員の行動
様式の特徴がどのようなものであるかを，現地人に直
接自分たちの行動特性について尋ねてみると，オース
トラリ人は自らの行動特性として，当然のことながら
自分に権利があることは他人に譲らない。自分の考え
やアイディアは明確に主張する。自分の権利として自
分が納得するまでは引き下がらない。自分が考えた行
動は，法律を犯すとか周囲に人々の権利を損なわない
限り遂行する。また自らが関係する仕事や事柄に関し
ては，権利意識を強く持っている。他の人もその権利
を自由に行使できるし，行使すべきであると回答して
いる。タイ人の場合，上司や偉い人のときは譲るが，
相手が同等とか下位ならば，自分の事を優先するとし
ている。中国では自分の友人や知人は大事にしなけれ
ばならないが，自分に権利のあることは自分の事を優
先するとの回答をしてくる。
仕事や会社などに対する意識や行動様式に関する調
査では，会社での仕事について尋ねてみると，自分か
ら積極的に仕事に取り組む，指示がなくても仕事をす
るなど，自分から積極的に仕事に取り組むとする考え
を持っているとの回答が，オーストラリアでは前者が
45.3％，後者が 42.2％と多く見られる。タイでは同じ
く 55.0％，53.2％。中国では 35.4％と 26.3％となっ
ており，その他の国々における回答も同じような結果
を示している。
また身勝手な行動とは直接関係ないことであるが，
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多少とも関係があると考えるので引用してみると，仕
事に対する責任に関しても，自分の職務範囲のことだ
けに対して持つが，オーストラリアでは 29.7％，タイ
では 35.0％，中国では 44.5％，その他の国でも同じよ
うな結果となっている。
さらに，この項目に関係して仕事の上で，上司をど
のように考えるかの回答では，オーストラリアをはじ
めとして，どこの国においても，上司は自分の仕事や
待遇などに，影響を持っているので重要であるとしな
がらも，仕事とか個人的な関係は避けたいとする回答
が多くなっている。このことは裏を返せば，会社や職
場では自分に意志に基づいて仕事をしていく，いわゆ
る日本人経営者や管理者から，自分の仕事に関して指
示をあまり受けたくないということを，表現している
のではないかと考えることが出来る。
上で取り上げてきた，現地人従業員達は，職場にお
いて自己中心的な行動をする，自分の職務範囲を明確
にして，同僚や部下と協働しない，同僚や部下に対し
て仕事を教えないなど，様々な問題が現地日系企業の
現場において存在しているとの事で，海外現地日系企
業では問題が山積しているが，以下に取り上げる事柄
も，現地日系企業にとっては深刻な問題であると言え
る。そのことに関して以下で取り上げていくことにし
たい。
職務に対して責任を持つ，またその責任を果たすこ
とは，職務を遂行していく上での必要条件である。部
下である従業員が職務に対して責任を持たない，その
遂行責任を負わないとしたら，経営者や管理者は言う
に及ばず，企業にとって重大問題である。職務遂行責
任を果たさない従業員を管理者としては，当然のこと
ながら部下として職務を遂行させることは出来ない。
ところが海外現地企業においては，この職務遂行上の
責任に関して問題が多くあると言われている。以下で
そのことに関して述べることにしたい。
d）現地人従業員は責任回避をする
現地人従業員は職務上の責任回避する事が多い。責
任を認めたがらない。このことを現地人従業員の管理
を行っていく際の問題点として，指摘する日本人経営
者や管理者が多い。このことに関して，操業中に事故
が発生したとか，職務上での誤りが見つかった場合な
ど，様々な場所や事柄で明らかに従業員自身の責任が
認められる場合でも，そのことに関して素直に責任を
認めないことが多くあると，多数の日本人経営者や管
理者が下記に記述するように，具体的なケースを挙げ
てこのことを指摘する。
具体的な例として，現場で事故が発生した場合と
か，彼らの仕事上で問題が発生すると，現地人従業員
は上司が命令や指示を与えたから，そのような結果に
なったと言い逃れをするとか，原因を他の事柄に求め
るやり方や，自分以外の人にその責任を転嫁すること
が平気で行われる。時には取引先などに責任を転嫁し
ても自分の責任は認めない。彼らはとにかく面倒なこ
とには関わりたくないとする行動をとることが多い。
現地人従業員は自分の面子を守ることが大事のよう
で，責任回避の行動に走る傾向が強い。したがって現
地人従業員を管理していく際の問題点として，彼らは
責任逃れや言い訳をするとの指摘について調査をして
みると，この責任回避の問題が浮き彫りにされて来
る。オーストラリアでの調査では 58.7％，タイでは
43.9％，中国では 45.0％，その他，韓国や台湾などの
国々でも，ほぼ同程度の半数近い回答結果が帰ってき
ている。タイのケースでは，明らかに事故原因に対し
ての責任があるものが特定できる場合でも，それを知
っているもの全員が知らないふりをしてしまうとか，
そのことを日本人経営者や管理者に伝えた者には，後
から報復をするということまで行われるので，彼らは
必然的に口をつぐむことになり，それがごく一般的で
あると言われている。また中国では従業員は自分勝手
に，自分が知っているとか慣れている方法で，仕事を
行っている場合が多く，そのことによって問題が発生
しても，責任を感じている様子がないどころか，自分
が行っているほうが良いとか，正しいと主張すること
が多いといわれている。このことも日常茶飯事に行わ
れており，そのしぶとさには閉口すると，中国人も含
めて多くの人がそのことを指摘する。自分勝手な仕事
のやり方をするのは中国人の特性であり，そこで発生
する責任の回避も，中国では一般的なことで珍しくあ
りませんと，現地人経営者でさえこのことを認めてい
る。韓国では責任を追及したら多数の同僚を誘って抗
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議行動をされたとの事も，この例として話してくれた
経営者がいた。上で言及した責任の回避は，現地人従
業員が一般的に良くとる行動であると，海外現地企業
の経験が在る経営者や管理者，技術者は指摘する17）。
この責任回避行動は，現地人従業員達が規律を守れな
いことに関連しているとも考えられる。従って，現地
日本人経営者や管理者が，彼らは規律を守る意識が一
般的に低いと指摘していることにも繋がっており，彼
らが責任を回避するという考えの背景になっていると
も考えられる。
またこの責任回避は，現地人従業員達が仕事の納期
を守る意識が低いこととも関連しているようで，現地
企業では仕事の納期を守れなくて，取引先に迷惑を掛
けてしまったとか，日本から派遣されている技術者や
スタッフが，納期を守るために休みもとれずに働いて
穴埋めをしているなどの指摘もあった。このことも彼
らが責任回避をする行動を多くとるとの指摘の背景に
あると考えられる。
このほかにも現地人従業員達が自らの責任を回避す
るために，平気で事実と異なることを報告するなどの
指摘もあり，これらのことが，この指摘と大きく関わ
りあっていると考えられる。日本人経営者や管理者達
は，このことで神経をすり減らしていると言われてい
る。
具体的な例としては，上でも言及したが，仕事上で
自分の失敗に関する責任を認めない。言い訳をして責
任を取らない。明らかなミスでも自分の非を認めな
い。明らかに間違っていても非を認めないで，強く責
任を問うと退職してしまう。自分の責任になることに
関しては，極力回避する言動をすることが多い。従っ
て責任を他人に転嫁するとか，あたかも他人がやった
かのように言い張る。ミスしても責任を取らないで，
上司が指示をしたからと言い張る。極端な場合には責
任を取引先に押し付けてしまうこともある。このよう
な責任回避行動をとる傾向が強い。などなど現地人従
業員達は，責任を取ることを嫌がるとの指摘が多くあ
る。
この責任の問題に関して，日本人経営者や管理者が
現地人管理者や一般従業員の職務や，会社に対する考
えや態度について評価した調査結果があるので，それ
を参考にしてこのことを見てみると，担当している職
務に関しては評価する回答が見られるが，一方で，彼
らが担当している職務以外の事柄の責任に関して特に
低いと評価しており，オーストラリアでは 55％が，
タイでは 87.8％，中国では 50％，その他の国々でも
これと同程度の回答結果が出ている。一般的に責任意
識は低いが，その中でも自分の担当する職務以外の事
柄に関して，責任意識がとくに低いとの指摘がなされ
ている。
この他にも，各国で日本人経営者や管理者に実施し
た調査では，すでに上段でもふれたが，いずれの国に
おいても，現地人従業員達は自分の仕事のミスを認め
ないで，上司が明確に仕事の指示を出さなかったから
ミスが発生した。同僚が仕事のミスをするようにした
など，彼らは上司とか同僚に責任を転嫁する傾向が強
い。時には取引先に責任を転嫁するケースもあるとの
回答などがある。これらの中には，彼らはミスを認め
ることによって，ペナルティーがあることを恐れた
り，退職に追い込まれたりすることを極度に恐れてい
るのではないか，そのためにそのような行動をとる傾
向が強いとする指摘もあった18）。
また，彼らは面子を重んじてミスを認めたがらない
との指摘もあった。そのために注意を与えるときは個
室に呼ぶとか，誰にも分からないところで注意をした
りすると，素直にミスを認めることが多いと，各国に
共通でこのような指摘が見られた。
日本とそれ以外の国では，責任に対しての意識が異
なっており，特に日本の場合には，素直にミスを認め
てそれを繰り返さないことが，責任を認めたと考える
のでミスに対して比較的寛大であるが，諸外国ではミ
スを認めることは，責任を取って退職するとの考えが
強いので，ミスや責任を認めたがらない。このことも
彼らが自らの責任を回避する行動に出る原因ではない
かとの指摘もある。
なぜ，責任を回避する行動をとりやすいのか，その
真の要因を把握して，彼らが安易に責任を回避する行
動をとることよりも，ミスが発生した原因を明らかに
して，ミスの再発を避けるにはどうしたらよいのか，
彼らと一緒にそのことを考えて行く方法を採用するこ
とが，この問題を解決していく方策とも言える。そし
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てミスの再発を防ぐ方法として，どのようなときに，
どのようなところでそのミスが発生したのかをデータ
化して，ミス防止のための事柄を，マニュアル化して
理解させておくのも一つに解決策ではないかと考え
る。
この日本人経営者や管理者のこの指摘に対して現地
人従業員達は，どのように考えているのであろうか，
彼らの上司である日本人経営者や管理者，それに日本
企業制度に対する不満や批判から，彼らの主張に合理
性があるのか否かを以下で検討をしてみたい。
現地日本企業における意思決定は，朝令暮改が多く
て，いつも混乱を招いている。自分達は自分が職務と
考える範囲の仕事はしている。従って自らの責任は当
然果たしていると考えている。そして責任に関して
は，日系企業では職務権限と責任の範囲が明確に示さ
れておらず，権限委譲も不十分であることが多いの
で，責任に関して日本人上司から云々されても困る。
まず権限と責任を明確にすること。そして権限委譲を
明確にすること。それから責任問題を論じて欲しい。
このことをはっきりさせないで仕事をさせるのである
から，責任に関してはむしろ日本人が，自分達に責任
転嫁していると考えていると不満を漏らしている。
このことに関連して，日系企業では仕事を集団で行
う方法がとられているが，自分達は各自が自分の仕事
に関して決められた範囲の仕事に，責任を果たして遂
行する方法に慣れている。集団で仕事をすると仕事の
範囲が不明となり，どこまで自分が行うべきかわから
ない。その上に責任も明確にされないで，全体の責任
といわれても，自分に責任がないことまで責任をかぶ
されるのは納得がいかない。責任を云々するなら仕事
の範囲を明確にして欲しいと批判している。さらに彼
らは，自分は自分の担当する職務の遂行にはベストを
尽くしてきた。自分としては本当に一生懸命努力して
きたのに，日本人上司から些細なことで責任を求めら
れる。何で私が悪いのか理解出来ない。何かミスがあ
るとわれわれの責任が問われるが，日本人の責任に対
する考え方が納得できないとも不満を漏らす。これは
日本と外国での職務遂行方法と責任に関する事柄に差
異があるから，このような批判がなされると考えられ
る。このことは責任に関する考え方が，両者では大き
く異なっていることを如実に示している例であると考
えられる。したがって海外現地日系企業ではこのこと
に関して，慎重に考慮しなくてはならないのではない
かと考えられる。
また日系企業では仕事に関する分掌規定が示され
ず，仕事に関するマニュアルも存在していない。それ
に本社に権限が集中している日系企業では，現地企業
に与えられる権限はきわめて限られており，本社の指
示や命令が，時には現場での指示や命令が朝令暮改で
行われ，いろいろなことが猫の目のように変更される
ので，職務を遂行した後で仕事に関して責任を云々さ
れても自分達には迷惑である。それに日系企業では，
本社の指示にしろ現地経営者達の決定にしろ意思決定
がいとも容易に変更されるために，現地人従業員達は
伝達されたことを，直ぐに実行しないでしばらく様子
を見ていることが多い。そのようにしていると仕事の
責任を果たしていないと，上司から注意をされてしま
う。責任ある仕事が出来るように，決めたことは安易
に変更しないで欲しい。また変更した理由が明確に示
されないまま指示に従えといわれるので，また変更が
あるのではないかと不安になる。いつも不安を抱えて
仕事をしていたのでは，仕事が円滑に遂行できないと
批判をしている。
一般的に言って，部下の職務にたいする責任は，仕
事の指示をした上司にあるのではないか。また日本人
経営者や管理者の任期が短期間の上に，彼らが交代す
ると仕事のやり方が変更されることがある。現地人従
業員に職務上での責任を問うのなら，上でも言及した
ことであるが，まず権限と責任の範囲を明確にしてほ
しい。まず始めにすることは，権限委譲と責任の明確
化ではないかと現地人従業員達は批判する。
また日本人は，えてして現地人従業員の考えなどを
軽視したり無視したりする。われわれの創造性を認め
ないで自分達の考えを押し付けることが多い。そして
責任だけを押し付けてくる。日本人経営者や管理者達
が，従業員の責任回避行動に対して問題であると指摘
していることの一方で，現地人従業員からはここで取
り上げた様々な不満や，批判が多数寄せられているの
が実情である。
また，海外日系現地法人に派遣される日本人スタッ
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フの任期が比較的短くて，交代が多いので現地に派遣
された経営者や管理者が，現地のことを十分に理解出
来ないために，現地日系企業では本当に必要なことが
理解されていない。派遣されてきたスタッフの考えや
方針が，その人によって変更されるので，現地での仕
事の方法や手続きが，派遣者の考えに従って頻繁に変
更されることになる。そのために現地人従業員は混乱
し，派遣されたスタッフの考えや方針が分かるまで業
務の遂行を真剣に行わないことが多い。派遣者が交代
しても仕事のやり方や方法を安易に変更しないように
して欲しい。派遣者が交代するたびに，次はどうなる
のかと落ち着いて仕事が出来ないし，仕事の方法や手
続きを変えることによって，慣れないことからミスが
発生して責任を云々されても，自分達は困ると不満を
漏らしている。
さらに，一般的に日本人スタッフは日本語以外の言
葉が十分出来ないでために，コミュニケーションが十
分に出来ないので，仕事上で指示されたことが明確に
理解出来ないことがある。また自分達が伝えたことが
正確に理解されない。複雑なことで指示がよく理解出
来ないときに，そのことについて詳しく聞くと，能力
が低いと評価されたりする。そこで適当に理解して仕
事をするためにミスが発生することがある。ミスが発
生すれば責任を問われることになるが，これはむしろ
日本人のコミュニケーション能力に問題があると理解
してほしい。日系企業では説明マニュアルが簡単に出
来ていて，機械や設備に関しては専門家が日本から来
て全て処理するので，現地人従業員には理解出来ない
ことや，修理なども手出しが出来ないことがある。そ
うすると責任能力がないと非難されるが，このような
ことも改善して欲しい。その上で責任問題を取り上げ
て欲しいと批判している19）。
日系企業では自分が専門とする職務以外の職務を，
習得するようにさせられるが，そのことによって慣れ
ない仕事をすることになり，ミスが発生すると責任を
問われる。しかし自分達は本来しなくても良い，また
したくない仕事をさせられて責任を問われても，納得
が出来ないと不満を漏らしている。このことも日本と
外国企業における職務遂行に関する考え方や，やり方
に差異があることが原因となっているので，日系企業
ではどうすべきなのかを明確にしておく必要があると
考えられる20）。
以上述べてきたように，日本人経営者や管理者のこ
のことに関する指摘に対して，現地人従業員達も自分
達の立場から不満や批判を，日本人や日系企業の制度
などに関して批判をしたりして反論をしている。
それでは次に，この問題を現地人従業員達の仕事や
企業に対する考え方が，どのように関連しているのか
について以下で記述することにしたい。
上でも取り上げたように，責任に対する両者の認識
や見解には明らかに差異がある。そしてこのことか
ら，両者がお互いに相手に対して不満や，問題がある
としている。このことに関して，筆者が行っている調
査「現地人従業員達の，働くことや職場・組織に対す
る意識」の，ここで取り上げている国々の調査結果か
ら，それらに関係する要因となるような事柄がない
か，さらにそれらが両者の考え方の差異を惹起してい
ないか。またはこの問題に影響を与えることになって
いないか，関係すると思われる事柄を分析してみるこ
とにしたい。
責任に関しては上ですでに言及したが，彼らの仕事
や職場とか会社に対する考えや行動に関する調査で
も，責任は自分の職務の範囲で，かつ権限が及ぶ範囲
に関してだけ責任を取るとの回答が多く出されてい
る。
彼らの会社における仕事の責任に関して尋ねたこと
に対する回答で，自分の仕事に責任を持つと答えた
者，さらに仕事全てに対して全責任を持つとした者
は，オーストラリアでは 53.1％。タイでは 14％と低
くなるが，中国では 21％，韓国と台湾でも回答率が
これと同程度の割合で出されている。これに対して自
分の仕事の範囲内との回答では，オーストラリアが
29.7％。タイが 10％。中国では 44.5％となっている。
これらの回答から考えると，彼らは日本人経営者や管
理者が指摘するように，責任を回避する行動をとりや
すいとは考えにくい。責任に関しては，権限と責任が
明白にされていたら，責任も取るとの考えを暗に示し
ているのではないかと考えられる。
ところでこの責任回避問題に関して両者の見解が異
なる理由として，責任の考え方に対する差異があると
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考えられる。日本人経営者や管理者が仕事の責任と考
えていることは，企業内での行動の全てに対する責任
の考え方を意味しており，現地人従業員達の責任概念
は，職務の遂行だけに限定した概念ではないかと言え
ることである。この両者の差異は日本企業では，従業
員達を全人格的に評価する傾向が強く，日本人経営者
や管理者が潜在的にこの意識を持っている。その結
果，責任に関することが発生すると，日本人はこの視
点からも判断しているのではないかと考えることも出
来る。
さらにこのことはすでに上でも触れたが，この責任
に関しては，責任の取り方や，取らせ方が日本と諸外
国では大きく異なっており，そのことに原因があるの
ではないかと考えられる，と言えるのではないかと思
える。日本では責任を認めて謝罪をすることによって
責任追及が終了するが，一般的に言って，個の概念が
確立している諸外国では，責任に対するペナルティー
は明確な責任が課される。責任を認めることは，能力
を低く評価されてしまう，さらには仕事や地位を失う
可能性が高いことを意味している。仕事上の責任を回
避する傾向が強いのは，まずは，自分のポジションを
守ることに大きく関係している。
その上このことに関連して考えられることは，タイ
や中国，韓国，台湾などアジアの国々では面子を重要
視することから，責任回避が行われると言われてい
る。責任を認めれば面子を失ってしまう。このことに
関して，人前でないところで注意を与えると，素直に
責任を認めるとの指摘もある。これは面子を守ること
に関係しているからである。従って現地人従業員が責
任回避の行動を採る背後には，それなりの背景がある
と考えられる。このことに関しては両者に責任概念の
差異が，大きく影響していることもこの原因の一つと
して考えられる。
それでは続いて，企業活動や管理において重要な要
素である。情報に関して取り上げていくことにした
い。情報は本来企業のものであるから，情報は企業が
保持してその情報を全員で共有するとする日本的な考
え方と，一方で情報はそれを活用する個人が保有し
て，個人的に使用する。情報は保有する個人に属する
ものと考えることが多い，海外諸国における現地企業
の従業員の考え方に軋轢はないのであろうか。そのこ
とに関して以下に取り上げることにしたい。
現地人従業員達は，職務に関する情報も自分だけで
保有しており，会社にその情報を提出しない。仕事上
の情報は会社の財産であり，情報は特殊なものをのぞ
いて全員が共有するとの考えを一般的にしている会
社，そのことに慣れている特に現地の日本人経営者や
管理者は，現地人従業員達が職務上得た情報を独り占
めして，会社の報告しないので，彼らが報告をするよ
うに情報管理体制を現地企業で確立することが必要で
あると，異口同音にこのことを指摘する。
企業の業務活動においては，情報の伝達が重要であ
ることは周知の事実である。海外日系企業の経営者や
管理者からは，現地では必要な情報が円滑に流れない
ととか，現地人従業員達は情報を独占していて，必要
な情報を会社に提供しないので問題があると指摘す
る。一方で現地人従業員達は，日系現地企業において
は，情報は日本人が独占して保有していて，現地人に
情報を満足に提供していない。その上日本人は英語能
力が十分出ないために，コミニケーション・ギャップ
が常に発生している。どうにかならないのかとの不満
や批判がなされる。この情報に関する問題について，
以下に分析と検討を加えることにしたい。
e）コミュニケーション体制が不備，情報を独り占めする
このことに関して，日本では考えられないことであ
るがと前置きして，日本人経営者や管理者から，現地
企業では従業員達が会社の職務遂行上で得た情報を出
さない。また会社の情報を外部に持ち出す。また彼ら
は情報をスムーズに流さないので，日常業務において
情報が人や部署に十分にかつ円滑に流通しない。その
ために業務に考えられない支障をきたすことが発生す
る。すなわち彼らは明確な情報伝達ということを認識
していない。これは十分に機能する情報体制が存在し
ないからである。まず現地人従業員に情報の扱いと，
情報管理体制を理解させ，企業内にそれを確立しなく
てはならないとの指摘を，多くの企業の経営者や管理
者から面接調査の際に上に述べたことを聞かされる。
日本企業ではで情報管理が円滑に行われているのに，
海外日系現地企業でどうして同じことが出来ないので
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あろうか。そのことに関して様々な調査結果から，そ
の原因や理由を解明してみることにしたい。
その原因として，まず現地人従業員の情報に対する
考え方と，日本企業の情報管理に関する考え方に，大
きな差異が存在しているからではないか。特に日本企
業において，情報はホー，レン，ソーといって報告，
連絡，相談の手段として重要な要素と理解されている
が，このホー，レン，ソーは日本企業が集団主義制度
の下で，集団による職務遂行と，集団による連帯責任
という責任負担制度，まさに集団主義を維持していく
ために，情報の共有化をしていくための重要な要素で
ある。従って円滑な情報伝達は，わが国企業にとって
必要な事柄として考えられている。
ところが個人による職務の遂行，個人の遂行責任に
よって管理が行われていく日本以外の多くの国々の企
業では，情報の扱いの重要さが異なるので，わが国の
企業と同じようには扱われていないと考えられる。彼
らにとって情報は自分の職務を遂行する上で必要とさ
れることであるので，情報は個人の財産として考えら
れる事が一般的であると思われる。このことがこの問
題を惹起させているのではないかと考えられる。
しかし，この問題が発生する要因を把握する必要が
あるので，このことに関して，具体的にどのような指
摘が，日本人経営者や管理者から出されているのか，
調査結果に基づいて，それらの指摘された内容につい
て述べていくことにしたい。
上でも既に言及したが，彼らから問題として指摘さ
れることが多い事柄は，現地従業員達が会社の職務遂
行上で得た情報を，独り占めして報告しない。また彼
らは退職の際に，自分の保有する情報を全ても持ち出
す。日常でも安易に会社の情報を外部に持ち出してし
まう。会社の職務に関した情報は企業の財産であると
の認識がない。また彼らは社内では情報を上司に報告
をしたり，関係者にスムーズに流さないので，日常業
務において情報が人や部署に十分にかつ円滑に流通し
ないことが多い。必要な情報を報告しないので業務に
考えられないような支障が発生することがある。すな
わち彼らは仕事が正確で，迅速な情報の伝達により成
功裏に遂行されることと，そのことが必要であること
を認識していないことが多い。それでは彼らは基本的
に情報伝達が出来ない人間なのかと言うとそうではな
い。彼らだけの非公式な情報網はかなり発達してい
て，現地人従業員だけで共有している情報がかなり多
くあり，その中には事実と異なる情報があって困惑し
ている。また現地人従業員の中には会社に必要と考え
られる情報を持っていると，それを自分の利益に結び
つくように交渉してくる者までいる。情報に関しては
ここで述べた様々なことが問題点として指摘されてい
る。
これらのことが日常的に発生しているので，日本人
経営者や管理者は，これらのことに関して様々な対策
を考えている。それらに関して例を挙げてみると，現
地企業では情報網の早急な確立が急務である。情報の
取り扱いをマニュアル化して，常に情報を収集する制
度をつくり，正確で安全な情報体制を保有する。会社
の職務によって得た情報は会社に帰属することを，契
約によって明白にしておくことが必要である，現地人
従業員達にその日の仕事の内容や，どこに行って何を
していたかなどについて日報を必ず提出させる，など
などの対応策が現実に考えられている。しかし，基本
的には現地人従業員達がそれをスムーズに受け入れる
かである。情報は個人の頭の中に蓄積されていること
が多いから，現地人従業員に対する完全な情報管理
は，かなり困難であると考えられる。
①現地人従業員達は上司への報告を義務と考えてい
ない。②仕事の報告をしない。③積極的に報告使用と
しない。④自分が分かっていればそれでよいと考えて
いる。⑤ホーレンソーがない。⑥全員に話しておいて
くれるはずだと考えていると，それをしていない。⑦
以心伝心がきかない。⑧伝達は明確に伝えないといけ
ない。⑨積極的に情報を収集しようとしない。⑩自分
の情報は自分の利益のためだけ。⑪仲間内だけの情報
がある。⑫情報の流失がある。⑬自分のために情報を
盗んで持っている。⑫簡単な報告が出来ない。明日休
むとか。⑬じぶんで勝手に情報を取り，それを売って
しまう。などなど様々なことが問題点として，日本人
経営者や管理者達から指摘される。
情報に関することで，現地人従業員の仕事などに関
しての日本人経営者や管理者が，どのように評価して
いるかの調査結果から，このことに関係する事柄を取
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り上げてみると，仕事上の報告の迅速性に関して，オ
ーストラリアでは 37.5％が遅いとしており，肯定の
回答は 9.7％しかない21）。タイでは 68.3％が遅いとし
ており，肯定回答は皆無である。これは情報や報告を
タイ人は，自分の直接の上司にだけ伝えるという事実
が影響しているといえる。中国での回答は遅いが
50％，迅速であるとの回答は 15％となっている。こ
の調査からも日本人経営者や管理者たちの，現地人従
業員の情報に対する態度への評価と同時に，彼らがそ
のことへどのように対応しているかが暗に読み取れる
と言える。
それでは日本人経営者や管理者の情報に関するこれ
らの指摘に対して，現地人従業員達はどのように考え
たり，日本企業や上司である経営者や管理者のこの考
えに対して，どのように考えたりしているのであろう
か。彼らは以下に述べるような不満や批判をこのこと
に関して持っていることを，筆者は現地人従業員に対
して実施した調査によって把握している。それらのこ
とに関してこれから記述することにしたい。
まず始めに現地人従業員達は，日本人経営者や管理
者が情報を独占する。必要な情報を自分だけで独占し
ていると，そのことに大変不満を持っている。またこ
れとは逆に，日本人は情報を全てマル秘扱いとしてい
るが，そのために秘密にする必要のないものまで沢山
保管してある。そのことは保存する情報量をいたずら
に増加させているだけで，仕事をするうえで障害にな
っていることが多い。必要な情報の選別をしっかり行
うべきである。それをしないと能率的に仕事が出来な
いと批判している。
そして次に，彼らは海外日系現地企業においては，
意思決定は全て本社で行われており，現地のトップマ
ネジメントは本社の意思決定に常に従っているので，
現地企業では現地で本当に必要とする意思決定が出来
ない。その結果意思決定が遅いとか，現地の事情が理
解されないままに決定される。そのために適正な意思
決定が行われないと言い，このことから現地人従業員
達は，現地日系企業におけるコミュニケーション自体
に，疑問を持ってしまうと不満を漏らしている。従っ
て命令とか指示に対しても，信頼感より疑問を持つよ
うになり，結果的に情報全体を軽視する傾向が出てく
ると批判する。このことは本社が現地の情報を全て管
理してコントロ―ルすることを意味しており，現地人
を信頼していないことを意味するので，われわれも自
分達が保有している情報を，出さないときがあるとし
ている。
また現地日本企業における意思決定は，朝令暮改が
多くて，いつも混乱を招く原因になっている。現地人
従業員は意思決定が容易に変更されるために，伝達さ
れたことを直ぐに実行しないでしばらく様子を見てい
ることが多い。このことは彼らの情報に対する信頼性
や，重要性の意識を低くする原因になると不満を漏ら
す。
特に海外日系現地法人に派遣される日本人スタッフ
の任期が比較的短くて，交代が多いので現地に派遣さ
れた経営者や管理者が，現地のことを十分に理解出来
ないために，現地日系企業では本当に現地で必要な情
報が理解されていない。また日本から派遣されてくる
スタッフは現地に本当に必要とされている人材ではな
くて，日本サイドの都合によって派遣されてくるため
に，現地に不適切な人が派遣されてくる。同時に派遣
されてきたスタッフの考えや方針が，その人の考え方
や方針によって変更されるので，現地での会社の方針
がコロコロ変更されてしまう。その結果現地人従業員
は混乱し，派遣されたスタッフの考えや方針が理解出
来るまで様子を見るので，業務の遂行を真剣に行わな
いことが多い。よって彼らは上司である日本人に対し
て，信頼を持たなくなるので情報に関しても信頼せ
ず，情報を軽視するようになると不満を示す。
日本人スタッフは日本語以外の言葉が十分出来ない
ために，コミュニケーションが十分に出来ないで，コ
ミュニケーションギャップを常に感じて困っている。
十分なコミュニケーションが取れないところに，情報
の信頼性は生まれないと彼らは不満を募らせる。
日本人スタッフの中には，日本と全く同じ経営管理
手法や考え方を，それが唯一正しいと信じて，現地人
従業員の考えなどを無視するので，現地人従業員は無
視されるので，情報を出さないことになってしまうと
批判する。
日系現地企業では，必要なマニュアルがなく，どの
ように報告をすべきかスタイルが分からず，適正な情
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報が上司に伝えられないことがある。どのような情報
をどのように提出するのか，形式などをマニュアルで
明確にしておいて欲しいと主張する22）。
ところで，日本企業は集団による業績を達成してい
くとの考えが強く，それを実行していくために情報の
共有化を指向することが多い。そのためにどうしても
会議が多くなる。それによって職務の遂行の遅滞が発
生することが多くなる。会議を頻繁に行っても現地人
従業員達は内容がよく理解出来ない。結果的に会議が
多いことは，過剰な情報が与えられることになるの
で，過剰情報に対する嫌悪感が強くなり，結果的に情
報が有効的に伝わらなくなるとも批判している。
日系企業では情報が多く流されるが，それらは企業
のことが常に優先，集団のことが第一で，従業員の個
人的なことが考慮されないことが多い。このことは情
報に対する関心が薄くなるともらしている。
日本人は秘密主義で重要なことは現地人従業員を外
して行う。仕事に必要な情報を流さない。現地人は情
報に関心がなくなると言う。
また日本人は全てのことを明確に伝達しないで，以
心伝心で物事が伝わると考えていることが多いが，現
地人従業員達はそれが理解出来ないと批判している。
日本人は日本人だけで付き合いをして，現地人従業
員との交流を図る努力を怠っている。ローカルをいつ
も危険視している。平素の親しい付き合いがなけれ
ば，信頼関係も十分にないので，仕事上での情報交換
が円滑に行くはずがないと批判している。
現地人従業員をじきに退職すると決めてかかってい
る。そのために必要な情報を十分流さないので，仕事
をしていく情報が不足して理解出来ないことがある。
日本人はホー，レン，ソーといっていつも情報を強
制的に出させる。会社のこととプライベートな情報を
区別しないで，全てを報告するよう求めるが，これは
ローカルの生活を考えないやり方で，プライバシーを
侵害していると批判する。
ここで述べてきたように，現地人従業員達は日本人
経営者や管理者の情報の扱いに関して，様々な不満や
批判を持っている。
上で述べた情報に対する両者の認識や行動の差異か
ら，両者がお互いに相手に対して不満を持つとか，問
題があるとして指摘する事柄に関して，これには現地
人の仕事や組織に対して持つ考え方が，影響している
のではないかとも考えられるので，現地人従業員達の
働くことや，職場・組織に対する意識を調べた調査か
ら，両者の考え方の差異を惹起していると考えられる
要因に関する調査の結果を分析して，そのことについ
て検討を試みることにしたい。
最初に，現地人従業員の働くことや会社に対する考
えと，ここでの情報問題と関連する項目として，彼ら
に仕事の指示を与え，その他仕事をする上で，様々な
情報源である上司との関係をどのように考えているの
か，その視点から検討してみることにしたい。
まず，仕事をする上で上司をどのように考えるかで
は，自分の仕事全てに影響を与えるので重要である。
オーストラリアでは 28.1％，タイでは 40％，中国で
は 37.8％，韓国では 42.8％と回答の中ではその率が
多い。また仕事の評価をするので重要であるとの回答
も多くある。従って上司への指示には従うとの回答
も，オーストラリアでは 35.9％，タイでは 45.0％，中
国では 33.0％，韓国では 11.1％ある。これらのこと
から上司への対応には神経を使っていることが理解出
来るが，一方では必要なとき以外付き合いをしないと
の回答も，オーストラリでは 20.3％，タイでは 40.0
％，中国では 29.2％，韓国では 36.0％と回答の中で
は多く，必要以外の関係を避けているところもある。
このことから考えると，仕事上関係がある上司に対す
る態度は，必ずしも良いとは言えない。このことが情
報の問題に多少関係してくるのではないかと考えられ
る。
次に，現地日系企業で働く従業員たちの情報に対す
る満足度に関する調査から，この点に関して見てみる
と，次のような事実が彼らの本音として明らかになっ
てくると言える。
このことに関しては，現地人従業員の企業における
情報に対する満足度調査を，質問紙回答方式と面接調
査によって，オーストラリア，タイ，台湾，日本そし
て面接調査方式では中国，韓国，マレーシアで実施し
た23）。調査方法は，彼らの上司である日本人経営者
が，現地人従業員に伝達する情報に関して，現地人従
業員達がどの程度満足しているのかについて，“トッ
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プマネジメントが全社員に伝える情報の率直さと正直
さ”を，彼らがどのように考えているかを，大変満足
しているから，大変不満であるの 7段階の満足スケー
ルを用いて回答を依頼して，そのことに関する質問を
行った。調査の回答結果は，オーストラリアの調査で
は 48.7％が満足と回答し，不満足との回答は 35.7％。
タイ国では満足とする回答が 42.2％，不満足が 29.3％，
どちらでもないが 23.8％であった。台湾では満足が
58.0％，不満足が 16.2％。ちなみに我が国の場合満足
が 26.8％，不満足が 25.3％であった。
この調査結果から判断すると現地日系企業の従業員
達は，この点では満足とする回答が多少ではあるが高
くなっており，我が国国内企業の回答結果が一番厳し
くなっている。このことから考えると，海外現地日系
企業における，トップマネジメントの情報提供や伝達
に関しては，上で述べたことと多少異なり，さほど悪
いとはいえないと考えられる。海外日系現地企業の現
場で，長年にわたって調査を実施してきた筆者は，こ
のような結果が出されることに関して，ある程度正し
いのではないかと理解出来た。それは海外日系企業の
経営者や管理者，その他のスタッフたちは，日常業務
を円滑に遂行していくために，情報伝達に関して，か
なり神経を遣っている実態を目の当たりにしてきたか
らである。ほとんどの企業のトップマネジメントや管
理者達は，様々な努力を情報伝達ではしている。我が
国国内企業の調査結果で満足度が低い理由は，様々な
ことが考えられるがホー，レン，ソーが十分に浸透し
ているために，海外現地企業ほど毎回懇切丁寧に情報
提供を必要としていないことと，情報が他所や他の方
法からも，取得出来ることも関係していると考えられ
る。
またトップマネジメントが，自分達部下である現地
人従業員に，タイミング良く流す情報の度合いに関し
て質問してみると，オーストラリアの調査では 49.6％
が満足と回答し，不満足との回答は 32.4％。タイ国で
は満足とする回答が 47.9％，不満足が 21.2％，どちら
でもないが 25.78％であった。台湾では満足が 51.50％，
不満足が 22.0％。ちなみに我が国の場合満足が
19.6％，不満足が 28.3％であった。このことに関して
も各国とも同じような結果が出ている。そしてここで
も我が国の評価が，他の国の評価と比較して厳しい結
果となっている。
さらに視点を変えて現地日本人経営者や管理者が，
彼らから情報を収集する側面から，トップマネジメン
トが全社員の話を聞くとか，社員の話を受け入れる度
合いに関して，同じく彼らの満足度によってそのこと
を尋ねてみると，オーストラリアの調査では 52.2％
が満足と回答し，不満足との回答は 29.2％。タイ国で
は満足とする回答が 48.4％，不満足が 25.4％，どちら
でもないが 20.9％であった。台湾では満足が 46.3％，
不満足が 26.2％。そして我が国の場合満足回答が
21.5％，不満足が 35.0％であった。このことに関して
も各国とも多少の差はあるが，押しなべて同じような
結果が出ている。そしてここでも我が国の評価が，他
の国の評価と比較して厳しい結果となっている。
上に取り上げた，現地人従業員達の情報に対する満
足と不満の回答結果には，すでに言及したことである
が，日本の本社の情報提供や意思決定に対する強い支
配力が働いていることと，現地企業のトップマネジメ
ントのそのことに対する力の限界が，現地人従業員達
の不満や批判として示されていると考えられる。すな
わち現地のトップマネジメントや管理者が，情報提供
にそれなりの努力をしていることを認めながらも，現
地サイドではそこには限界があり，自分達には情報の
取得と，現地での意思決定には，限界と失望があるこ
とを示していると考えられる。この点に関して，今後
日本企業は十分かつ慎重に考慮をして，現地人従業員
が納得出来るよう，現地日系企業を信頼して職務に従
事するように，また我が国企業がこの点からも，真の
グローバル企業としての地位を確立していけるよう
に，より信頼出来るような情報体制を，構築しなくて
はならないのではないかと考える。
以上，海外日系現地企業の日本人スタッフの現地に
おける経営管理，特に現地人従業員を管理していく際
の情報に関しての問題点の指摘と，現地人従業員たち
の現地日本企業の情報の在り方について，それが日本
的経営制度や経営実務，それに日本人スタッフの態度
に関係させて，情報に対する不満や批判として出され
たことについて，両者に対する調査結果から指摘され
た事柄についての記述を行ってきた。
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両者の情報に対する考え方や不満は，おのおのの立
場から論じているので異なっているが，本質的には変
わらない。お互いが情報に関して疑心を持っている。
このことを解消して円滑な情報が，双方で安心して信
じられるようにする方法や方策が至急考えられなくて
はならない。具体的には必要なことを全体周知できる
方法で公示する，更に情報を理解した人はサインをす
る。末端の従業員対して現地人管理者は情報が確実に
伝達されたかを確認して，連絡簿などに確認のサイン
をするなどが考えられる。
それでは続いて，上で述べた職務に対する両者の認
識や行動の差異が，両者がお互いに相手に対して不満
を持ったり，問題があるとして指摘する事柄に関し
て，今ひとつの調査である現地人従業員達の，働くこ
とや職場・組織に対する意識を探った調査から，両者
の考え方の差異が問題を惹起している原因となった
り，影響をしていないかを調査結果から分析してみる
ことにしたい。
f）仕事をするとき同僚と協働することが出来ない
現地人従業員達は責任を回避する行動をとると，日
本人経営者や管理者が指摘には，彼らが日常の活動や
仕事の結果に対して，責任を取らないとする指摘に加
えて，日本企業ではごくあたりまえに行われている，
仕事を遂行していくときに同僚と助け合うとか，お互
いに協力して仕事を行うことが，現地従業員には出来
ないことも含まれていると考えられる。すなわち現地
人従業員達は，一緒に働いている同僚と協力して仕事
をしないとか，それを求めても拒否することが多いと
のことである。彼らにその理由を尋ねると自分の職務
と，職務範囲を明確にして仕事をしているからと言う
ことに加えて，同僚と職務遂行を協働して行った場
合，もしも仕事上のミスや事故が発生したら，自分の
犯したミスでなくても，共同して責任を負わされるこ
とがあるので，同僚とは仕事をするときは協働はしな
いとの答えが返ってくる。
このことも現地人従業員は責任を回避する行動をす
るとの，理由の一つとされているのではないか考えら
れる。それにしても現地人従業員達は，同僚と協働し
て仕事をするのを大変嫌うとか，指示しても拒否する
ことがあると，多くの日本人経営者や管理者が指摘す
る事柄の中にはいっている。
この同じ職場の同僚や仲間と協働して仕事をするこ
と，それは日本企業では当然のこととして受け入れら
れ，当然のことのように行われているこのことが，ど
うして日本以外の国々においては，それが受け入れら
れないのか。そしてこのことは海外日系企業におい
て，現地人従業員を管理していく際の深刻な問題のと
なっているのであろうか。
この大きな差異の原因は，主に日本企業における業
務活動が，集団主義体制の下で集団による業績の達成
をめざし，かつその結果は連帯責任の考えに基づいて
行われる。またこのことは日常ごく普通に受け入れら
れて実行されている。一方，日本以外の国々では同じ
職場の同僚や上司，部下と仕事を共同して行うことは
一般的ではない。従業員達もそれをごく当然のことと
考えて仕事をしている。それは何度も言及したが，彼
らの仕事は，それを遂行するための権限と責任を明確
にした上で個人に与えられる。日本企業のように集団
に与えられて，それを集団で達成していく方法は取ら
ない。従って彼らは自分の職務範囲を明確にして，同
僚とは独立して仕事を行う。仕事を調整して全体とし
て課業を達成する責任は，管理者が負っている。この
ことは日本とその他の国々での，職務遂行方法の大き
な差異となっている。しかし，日系企業では日本式に
従業員に対して，集団での課業遂行を求め，集団での
責任を求める。なぜならば日本人経営者や管理者はそ
のことになれているからと，日本企業ではその方法が
上に述べたように一般的に行われているからである。
両者の職務遂行に対する考え方や，具体的なこの方
法の違いから，日本企業や現地企業の経営者や管理者
が，日本的な業務遂行方法を現地人従業員達に求めて
も，現地人従業員達は，自分の職務に対する明確な意
識を持っており，自分の職務範囲を明確にして，その
範囲内の仕事を行い，自分の職務と考えないことや職
務範囲外のことは，同じ職場の同僚が職務を遂行する
上で，どんなに助力を必要としていたとしても，それ
を無視して協力することはありえない。自分がその時
点で何もすることがなくて休憩していたとしても手出
しをしない。
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このことから日本人経営者や管理者は，具体的に次
のような事柄を指摘する。現地人従業員達は仕事をす
るとき，彼らの典型的な行動として同僚と共同して行
わない。行うことが出来ないので困る。特に自己主張
が強くかつ自己中心的な行動をするので，協働するこ
とを嫌うので，同僚と共同して仕事をすることの必要
性を説明しても理解しようとしない。強く言うと退職
をしてしまう。チームワークで仕事をする意識が欠如
しているために，チームワークで仕事をさせてもうま
くいかない。基本的に集団とか団体で仕事を嫌うの
は，自分の個人的評価が不明確になり，個人的利益を
中心にして考える彼らの考えにそぐわない。従って同
僚との協働を嫌うのではないか。彼らは面子にこだわ
るので，同僚の仕事が遅れていても手伝えば，本人の
面子を傷つけると考え支持を与えても手出しをしな
い。そのために彼らは残業を嫌うので，仕事が遅れて
しまい，全体としての仕事が遅れてしまうことがある
ので困っている。これら様々な事実が，現地人従業員
が協働が出来ない理由として出されてくる。ここにそ
の例として取り上げた事柄は，調査の際に多くの日本
人経営者や管理者から一般的に指摘を受けることで，
そのために現地日本人経営者や管理者達は，彼らを協
働して職務を遂行させるための方法や，対策を常に考
えて実行しているとのことである。
これらのことを筆者も現実に工場における参与観察
調査を行っていた際に，しばしば目の当たりにしたこ
とがある。協働をしない，それを嫌がることはごく当
たり前のことで，オーストラリアではそのことを見か
ねて協力を要請したところ，自分の権限と責任範囲の
仕事ではないし，雇用契約にもないと言い返された
と，ある経営者が自分の経験を語ってくれた。またタ
イでも自分の職務範囲の事でない事はできないと言わ
れたとのことである。アジアの国々では，自分が同僚
の仕事を安易に手伝えば，同僚の面子を傷つけ，その
結果その人から恨まれたりするので，協力は出来ない
とも言われるという。中国でも，中国人は一人で仕事
をしたがり，同僚の仕事に手出しはしない。とにかく
中国人は集団での仕事が不得手で出来ないので，彼ら
に協力をするように伝えると，彼らはかえって混乱を
まねくので，協力をさせないことが，むしろ仕事が円
滑に進むとの経験談を聞かされた。また無理に同僚と
の協働を求めれば事故やミスにつながるので，協働を
強制することは出来ないとの意見もあった。
このことに関しては，日本人経営者や管理者に，現
地人従業員の職務や，責任に関して評価を依頼した調
査を実施してあるので，その調査の回答結果を以下に
取り上げ，この事実があることの参考にしたい。オー
ストラリアの回答では，“同僚とか仲間と関連する仕
事上の協力や協働をしますか”の質問に対して 30.8％
がしないとか，または出来ないと回答しており，協力
や協働をするとした肯定の回答は 15.4％とその半数
しかない。タイの回答では，36.6％が出来ない。そし
て出来るとかするとの肯定回答は，17.1％とここでも
半数以下である。中国の回答では出来ないが 30.2％。
肯定は 19.2％と回答率は多少接近してはいるがここ
でも出来ないとか，しないとの回答が多く，仕事をす
るとき同僚と協働することが出来ないことが多いこと
を示す結果となっている24）。
この調査結果からも理解出来るように，日本以外の
国々の従業員達は，わが国と異なりそのような考え
を，従業員が持っていないことと，集団主義の考えを
持っていないために，同じ職場の同僚と仕事を協働し
て遂行するとか，同僚の仕事を手伝うというような考
えを現地人従業員は持たないことを示しているようで
ある。
このような日本人経営者や管理者の指摘があるのに
対して，現地人従業員達はこのことに関して以下のよ
うな不満や批判をしている。日系企業ではまず仕事を
行っていく際に，職務権限や責任を明確に示してくれ
ないので，職務を遂行する上でいつも戸惑っている。
特に自分の仕事の範囲が明確にされずに就業させられ
るので，職場において，自分と同僚の仕事と責任がは
っきりしないために仕事が円滑に出来ない。その上に
上司からは同僚と協力して職務を遂行するよう指示さ
れ，時にはそれを強要されることがある。職務は本来
明確にされているべきで，自からその範囲も決められ
ていると考える。その結果業績評価基準も明確にされ
ていない。日系企業ではまず従業員個人個人の職務範
囲を明確に規定して，職務を遂行させるべきである。
そのために職務権限と責任を明確にする。積極的に権
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限委譲を行って，従業員個人個人が職務と職務範囲を
認知した上で，職務遂行が出来るように制度を確立す
べきであるとの意見がある。
日本人スタッフは，日本と全く同じ経営管理手法や
考え方を，それが唯一正しいと信じて，現地の経営管
理に適合したやり方を無視したり，現地人従業員の考
えなどを無視して，一方的に現地での経営管理を変え
ようとする。自分達は同僚や他の人の仕事には，基本
的に手出しはしない。それが我々の仕事のやり方で，
それが良いことと考えている。職務を協働して行うこ
とは，現地でのマネジメントの方法を混乱させるだけ
であると批判している。
日系現地企業では，職務遂行に必要な権限と責任を
明確にしないで，協働して仕事をさせるが，それをす
ることは職務遂行や責任に関して混乱が発生する。ま
た仕事をしていく上で，必要なマニュアルや職務分掌
規定が明確でなく，同僚との間で職務遂行に混乱がた
びたび発生する。責任問題も不明確になり仕事がやり
にくい。また会社の都合で様々な仕事をさせるが，職
務とその範囲は明確にして欲しいと不満を漏らす。
日系企業では協働して仕事をするために，様々な会
議や打ち合わせが多く，会議のために本来の職務を遂
行する時間が割かれて，職務遂行に支障が発生するこ
とが多いと，不満を示したり批判をする。
日系企業では，同僚と仕事を協働してできるよう
に，様々な仕事をこなせるように指導するが，自分達
は自分の納得した職務に就きたいので，余分なことは
したくない。
日系企業では同僚達と協働して職務を行わせようと
するために，個人個人の能力評価が不明確であり，個
人評価も十分行われていない。従って能力があり成果
を挙げた者と，そうでない者の評価に差が見られな
い。能力評価が納得のいくようになされていない。全
員が平等と言うが，このことは不平等であり，自分達
には納得がいかないと不満を漏らす。
日系企業では常に会社のことが優先的に扱われ，集
団やグループのことが第一で，従業員の個人的なこと
が考慮されないことが多いと批判している。
以上，海外日系現地企業の日本人スタッフの現地に
おける経営管理，特に現地人従業員を管理していく際
の問題点の指摘と，現地人従業員たちの現地日本企業
の経営制度や，経営実務や慣習などに関する不満や批
判に関して，両者に対する調査結果から指摘された事
柄に関しての記述を行ってきた。それではこれら両者
の指摘した事柄が，現地人従業員の仕事と企業や職場
に対する考え方や，行動様式がそれらにどのように関
わりあっているのかに関して，現地人従業員に対して
実施してきた調査結果と関連させて記述することにし
ていきたい。
それでは，この職務遂行に関する事柄に関して，従
業員達の仕事や会社に対する考え方や，行動様式に関
して実施した調査から，彼らの仕事に対する認識がこ
のことと，どのように結びついているのかについて以
下で分析することにしたい。
この事柄と関連する質問は，彼らの仕事の遂行方法
に関して尋ねた質問である。このことに関して従業員
の回答で多くあったものは，職務は自分から積極的に
行う，必要なら指示がなくても仕事を行うなど，自ら
積極的に職務に取り組んでいくとする考えが，常に同
僚と協力して職務を遂行するとした回答よりも多くな
っていることである。
このことに関して，オーストラリアでは前者の回答
が 45.3％と 42.2％に対して，協働するとの回答は
32.8％と少なくなっている。タイでも前者が同じ割合
で多くなっている。中国の場合でも 35.4％，26.3％に
対して，協働するが 23.9％と少なくなってくる。韓
国では 44.1％，27.5％，協働するが 11.8％と回答はか
なり低くなっている。そのほかの国々でも同じような
結果を示している。
これらのことから，日本以外の国々における従業員
の仕事に対する考え方は，同僚と協働して仕事をする
ことよりも，自分の仕事を自分の力で積極的に遂行し
たいとの考えが出されている。このように調査結果を
分析して見ると，現地人従業員の仕事に対する考え方
や意識が，この問題の背景で大きく働いていることが
理解出来ると考える。
この問題は日本とそれ以外の国々で職務に対する考
え方が，上で述べたように大きく異なっていることが
原因となっている。従って，個人に職務を明確に割り
当てて仕事を遂行されるのか，従業員全員が協力し
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て，集団で課業を遂行遂行していくのかを明確にしな
い限り，解決策は見出せないと考えられる。
わが国の企業が海外に進出して，現地企業において
従業員を管理していく場合，まずどちらの制度を採用
するのか，もし日本式に集団で課業を遂行していくと
した場合，そのことに関して納得がいく説明を現地人
従業員にして，それに従って職務を遂行してもらえる
よう，制度を確立しなければ，この問題は永遠に続い
ていくと考えられる。
個人業績を主とした成果主義によって職務を遂行さ
せるのか，従業員の相互協力によって成果を向上させ
る協働主義によって職務遂行をさせるのか，どちらを
選択したほうが良いのかは，進出した国や地域の従業
員がどちらを強く志向するのか，例えば中国のように
集団で職務を遂行することが出来ず，個人個人による
職務遂行がよりすぐれているのか，現地人従業員が集
団主義の方法を理解して，それを受け入れることに同
意していく方法を選択するのか，彼らに適した方法を
採用していくことである。
これと同時に，真に成果をより多く達成できる制度
はどちらなのかを，客観的なデータから見極めていか
なければならないと考えられる。
g）現地人従業員は退職を頻繁に行うので困る
我が国では，2007年に団塊の世代といわれている
人々が定年を迎える。そしてその数が多いことでわが
国では定年の問題が，にわかにクローズアップされて
いるが，企業や組織に入職してから企業や組織が定め
た年齢まで，そこで働き続ける制度が存在するのは，
わが国以外では特殊な組織を除くと，海外の国々では
存在しないと考えられる。
一つの会社や組織に入職してから，一定の年齢まで
働き続ける終身雇用制度は，アベグレン教授によって
日本的経営の特徴として，日本企業に存在する年功序
列制度や，企業内組合制度とともに取り上げられ紹介
されて後，日本経済の急速な成長を支えたわが国企業
に独特に存在する側面が注目され，日本的経営論が多
くの学者によって展開されたことは周知の事実であ
る。この日本的経営の特殊性の柱ともなっている，終
身雇用制度の起源には様々な主張があるが，そのこと
はさておきわが国の企業では大企業を中心に，この終
身雇用制度が根深く存在している。そして誰もがこの
制度が雇用の前提となっているかのように考えている
節がある。従って海外に進出している日本企業の現地
企業でも，その制度が採用されている。そのことから
海外日系企業では，国内では存在しない問題が発生し
てくることになる。
海外現地日系企業では進出した国や地域を問わず，
現地日本人経営者や管理者から，彼らの部下である現
地人従業員達は頻繁に転職する。彼らに仕事や技術を
教えるとか，親身になって世話をしても現地人従業員
達はそのことに関係なく，自分の都合で転職をしてし
まうとの指摘を聞かされる25）。
現地人従業員達は，自分に適した仕事を求めて会社
や職場を選択している。また自分や家族の幸せや生活
のために働くという価値観を持っているので，適職と
昇給や昇進を常に求めて働いている。そのために自分
にとって少しでも有利な地位や，仕事を求めて常に転
職を繰り返す。従って，現地企業では従業員の転職の
噂が出たら，次に補充する者を採用するための準備を
するのが仕事となっている。彼らは基本的にひとつの
会社で長期にわたって働く意思がない。多くの現地人
従業員達は会社に仕事や，新しい技術を習得に来てい
るとか，会社の名前を使ってキャリア・アップするの
が目的で働きに来ている。そのため時には有能な者が
就職してくるが，優秀な人材ほど直ぐに退職をしてし
まうので，あまり期待しないで雇用をしている。現地
人従業員に対してはいくら教育しても，日本に研修に
出してもほとんど転職してしまうので無駄であると考
えている。賃金や待遇を良い状態にしても，いつかは
転職をしてしまうので効果はないと考える。個別企業
では現地従業員の転職は対応しきれないので，日本企
業が協力して研修センターを作って，日本語や文化な
どの教育をして，日本の企業や考え方を十分理解して
もらった上で勤務してもらうなど，日本企業で勤務し
やすくなるよう条件つくりも必要であると考える。ま
た日本企業はそのような環境条件を整える努力をすべ
きであると考える。このようなことに日本企業は消極
的であるので，もっと現地社会に貢献していることを
アピールして，日系企業で働いていることを，従業員
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が誇りに出来るような環境作りも必要である。これら
様々な指摘や意見を，現地で勤務するに日本人経営者
や管理者から聞くことが出来た。
このように転職に関しては，筆者が実施した日系企
業の日本人経営者や管理者，その他のスタッフに現地
で経営や現地人従業員を管理していく際の問題点を質
問すると，必ずと言ってよいほど彼らからこの問題の
ことが指摘された。具体的に，オーストラリアの調査
結果ではこのことを肯定する回答が 51.9％あった。
タイにおける調査では実に 82.9％もこのことを，認
める回答があった。台湾と韓国でも 60％台の回答が
あり，中国では多少低くて 31.5％がこのことを認め
る回答であった。いずれの国においても，終身雇用を
前提としているわが国では，考えられないほどの高い
数字である。
これはわが国と海外の多くの国々とでは，基本的に
雇用と就職に対する，企業や働く人々の考え方や行動
様式が大きく異なっていること，それに労働市場や社
会構造も，そのことを反映して異なっているからであ
るといえる。それにしても海外に進出する企業にとっ
てこのことは大きな問題であると考えられる。
このことを現地日系企業の経営者や管理者に，現地
人従業員の職務遂行能力や責任などに関する調査を実
施して，それらに対する評価を依頼したところ，次の
ような調査結果が出てきている。調査項目ではこの問
題に関しては企業や職場に対する忠誠心や，一体感の
問題と関連して論じられることが多いので，その観点
から検討してみると，オーストラリアでは 33.6％が
このことに関して低いとしている。タイでは 65.4％，
台湾では 60％，韓国では 55％，そして中国では 10％
となっており，この会社や職場に対する一体感や忠誠
心の低さが，従業員の転職の多いことを示していると
考えられる。
それではこの指摘に対して，現地人従業員たちはど
のように考えているのであろうか。彼らの日本企業や
日本人経営者や管理者に対する不満や批判から，以下
に検討を加えることにしたい。
彼らは，日本人経営者や管理者は何でも日本式に仕
事を実行したがるので，自分達が今まで勤務してきた
企業で行ってきた仕事の方法が無視されてやりにく
い。このことがあるので日系企業では働きにくいと不
満を漏らす。このことはまず彼らが転職をする大きな
要因になっていると考えることが出来る。
次に，彼らは自己の利益を会社の利益よりも優先し
た考えを持ち，そのような行動をとることが多いと，
日本人経営者や管理者が指摘するように，自分にとっ
て少しでも良い待遇の得られる会社や職場に転職す
る。このことは彼らが職務満足の要因として，自分の
能力に適しているから現在の職場で仕事をしていると
か，会社選択した理由として，自分の能力が生かせる
とこととか，仕事の経験が得られるからとしているこ
ととしており，日系企業ではこのチャンスが少ないと
考えて，転職をしてしまうことが多いと考えられる。
このほかの理由として，現地日系企業では日本人ば
かりが出世する。現地人の昇進昇格が遅くて，かつそ
の昇進昇格も青天井ではない。このような日系企業で
は出世が望めないからと不満を持って，転職をすると
の意見もある。
次に，日系企業では，重要なことは日本人だけで相
談し，現地人従業員を除外して物事を行うことが多
い。自分達はいつも蚊帳の外に置かれ，本社と相談し
て日本人だけで決めたことをいつも押し付けてくる。
これでは現地従業員達は真剣に仕事に打ち込めないと
批判して，転職をすることも多いといわれている。
さらに，日系企業では現地人の意見やアイディアが
どんなにすぐれていても，それを取り上げないで，日
本のやり方や考え方を押し付けてくる。酷い場合に
は，自分達の考えやアイディアを，盗んで黙って使用
している。これでは日系企業では働くためのモラール
がなくなるので退職するとの不満もある。
最悪なことは，日系企業では本社で全て意思決定が
なされて，現地では日本人経営者や管理者も意思決定
の権限が全くない。従って不適切な意思決定がなされ
たり，意思決定がいつも遅くて，必要な決定のタイミ
ングを外してしまう。
日系企業では仕事の手続きや方法が，酷いときには
朝令暮改で変更されることがある。これでは仕事を安
定した状態で行うことが出来ないと批判する。そし
て，これらのことがあるので退職をすることになると
批判している。
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これらの批判の中には，日系企業は自分達の国や，
現地社会に対する社会的貢献が少ない。このことは働
いていて恥ずかしいので退職するとのケースもあると
いわれている。
彼らが転職を頻繁にする背景には，日系企業に対し
てこのように様々な不満や批判が山積しており，その
ことが転職の原因となっているとも考えられる。
日本人スタッフは日本語以外の言葉が十分理解出来
ないでために，仕事に関してもコミュニケーションが
十分に出来ないために，自分達が知りたいことを質問
したり，問題点を指摘しても理解されないことがあ
る。そのことによってミスが発生すると叱られる。コ
ミュニケーションギャップを感じることが多くて困っ
ている。
日系企業では能力評価基準が不明確であり，個人評
価が不十分である。成果を挙げたものと，そうでない
ものの評価に差が見られない。能力評価が納得のいく
ようになされていない。協働での職務遂行を求めら
れ，個人評価の基準が適用されていない。これでは職
務に自分の能力が十分に反映されないことが多い。そ
こで評価基準を納得するように示してほしいが，日本
人経営者や管理者に質問しても曖昧な回答しかえられ
ない。評価基準が曖昧な企業では納得がいかないので
退職をすることになる。昇進・昇格が遅く，給料が能
力によって支払われていない。日系企業では能力評価
基準が不明確であるために，昇進や昇格基準が不明確
となり，現地人の能力を正しく評価をしてないと批判
している。
日本企業では会社のことが常に優先されて，そのこ
とが第一に考えられて，従業員の個人的なことが考慮
されないことが多い。急に残業をして欲しいと依頼さ
れても，家庭でのこともあるので引き受けられないこ
とが多い。しかし，そのことが頻繁に続くと，企業に
居づらくなり退職に追い込まれていくことになる26）。
また，日系企業では会社に対する一体感や忠誠心を
強要する。個人の考え方や個人的事情を無視すること
が多く，会社にいづらくなり退職をすることになる。
現地人従業員の考えなどを軽視したり，無視したりす
る。創造性を認めないで自分達の考えを押し付ける。
以上，海外日系現地企業の日本人スタッフの現地に
おける経営管理，特に現地人従業員を管理していく際
の問題点の指摘と，現地人従業員たちの現地日本企業
の経営制度や経営実務や慣習などに関する不満や批判
に関して，両者に対する調査結果から指摘された事柄
に関しての記述を行ってきた。それではこれら両者の
指摘した事柄が，現地人従業員の仕事と企業や職場に
対する考え方や，行動様式がそれらにどのように関わ
りあっているのかに関して，現地人従業員に対して実
施してきた調査結果とを関連させて記述することにし
ていきたい。
それでは次に，現地人従業員に対して，筆者が実施
した仕事や職場それに企業に対して，どのような意識
を持っているのか調べた意識調査の結果の中で，①
仕事に関する意識に関する質問として，“日常生活し
ていくうえで重要と考える事柄は何か”尋ねてみたと
ころ，日本人の場合，“会社での仕事とか，現在の仕
事を行っていく”とする回答が 60％と圧倒的に多数
を占めているが27），日本以外の国々での調査では，同
じような質問“日々生活する上で何が重要であるか”
の質問に対して，彼らは“自分自身の幸せとか，家族
の生活と家族の幸せ”とする回答を多くしてくる。具
体的な数字を示すと，オーストラリアの回答では，
“家族の生活とか，家族の幸せ”とする回答が 64.1％。
“自分の幸せ”が 51.6％。これに対して“会社の仕
事”とする回答は 10.9％と少なくなっている。次に
中国では“家族の生活とか，家族の幸せ”が 59.3％，
“自分の幸せ”が 24.4％との回答率を示している。そ
れに対して“仕事”との回答は 4.8％である。タイで
も“家族の生活とか，家族の幸せ”が 61％，“自分の
幸せ”が 35％で，仕事としたものは 5％である。韓
国では“家族の生活とか，家族の幸せ”が 62％，“自
分の幸せ”が 37.3％，仕事は 2.5％と少なく。台湾で
は“家族の生活とか，家族の幸せ”が 61.2％，“自分
の幸せ”が 19％，仕事は 5％しかなく，家族や自分
の幸せとする回答が，日本以外の各国ではともにかな
り高い回答率を示している。それに対して日本では，
この“家族や自分の幸せ”と回答した人は 20％以下
と逆に少なくなっている28）。
以上，現地人従業員達が転職を頻繁にすることが，
現地日本人経営者や管理者が現地で彼らを管理してい
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く時に，深刻な問題となると指摘していることに対し
て，現地人従業員達も日本人経営者や管理者，それに
企業制度に問題点があると反論している。この問題に
関しては，両者の見解に大きな差異が存在している事
実を記述してみた。
この他に現地人従業員が頻繁に転職する理由として
は，雇用制度が日本とその他の国々では，大きく異な
っていることが考えられる。日本の場合には集団主義
の考えから，集団業績の達成と集団による連帯責任を
基本としており，この制度を維持しながら企業活動を
継続するには，構成員が一定期間継続して企業にとど
まり，安定した業務遂行が必要とされることが必要十
分条件である。これに対して，日本以外のほとんどの
国では，職務はその能力を保有するものがいてそれを
行い，個々人の職務成果を調整して，会社や組織が必
要とする全体の成果は，経営者や管理者が集約してい
く制度を採用しているので，働くことの考えが全く異
なっている。そのことがここでの両者の考えの差異を
惹起していると言える。
この問題は様々な要因が複雑に絡み合っている。そ
のためにこの問題を解決するには方法は簡単ではない
と考える。筆者はこの問題解決の一つの方法として，
わが国企業が海外日系企業における現地人従業員の採
用と雇用方法を，現地人従業員が納得できる方法に適
用させることであると考えている。日本以外のほとん
どの国では，職務はその能力を保有するものがいてそ
れを行い，個々人の職務成果を調整して，会社や組織
が必要とする全体の成果は，経営者や管理者が集約し
ていく制度を採用している。このことは企業や全ての
組織において，まず基本的に職務分析が行われてお
り，各職務遂行に必要とされる知識や技術が明確にさ
れている。そのために職務に対する報酬や職位が自ず
から決まってくる。その結果職務はその社会におい
て，相対的な位置づけが決まってくる。すなわち全て
の職務は，社会的なヒエラルキーとして位置づけがな
されることになる。従って働くことを希望する人間
は，自分で職務と職位を選択することになってくる。
その結果，人々は職務と職位を選択するために自分の
努力と能力によって，資格や技能を取得して企業や組
織が必要として提供する職務や，ポジションにチャレ
ンジしてそれらを獲得する。これが日本以外の国々の
一般的な雇用制度である。
わが国企業の場合には，その中の多くの企業が，年
功序列制度・終身雇用制度と，密接に関係する雇用に
よる職務と職位制度を採用している。しかし，これは
諸外国で一般的に採用されている雇用システムとは大
きく異なっているので，日本的な雇用システムを海外
諸国に導入した場合には，そこに軋轢が生じてくる。
このことを避けるためには，わが国企業，特に海外
現地日系企業では諸外国で一般的に行われているよう
に，まず企業における職務分析を明確に行い，それに
必要とされる人材を，適任者の中から選抜する方法を
採用すべきであると考える。本社の人事制度や給与体
系との関係で云々という考えを 180度転換させ，現地
日系企業で本当に必要な人材を採用して，活用するこ
とである。
またこのシステムを変更する場合には，現地日系企
業が同業他社と横並びで設定している給与設定の考え
方を，基本的に改める必要があるといえる。面接調査
の際に，企業の発展を考え最初から優秀な人材を採用
していくとの意見に接したことがあるが，まさにこの
ことを実施しなければ，この問題に関して現地人従業
員との間の確執や軋轢は解決しないと考える。本社の
人事システムや給与体系に連動させて，現地での雇用
制度を維持していたのでは，この問題は解決が困難で
あるといえる。現地日系企業が真に発展を望むのな
ら，現地の優秀な人材を，いわゆる一本釣りして活用
を図らないと，この問題の基本的に解決に至らないと
言える。
また，個々の企業が個別にこの問題に対処すること
も必要であるが，同時に企業が協力して，この問題に
対処していく方法も考えるべきであると理解してい
る。その一つの方法としては，日系企業が協力して共
同で研修センターを設立して，そこで企業で主に必要
とされる技術とか，日本人と十分にコミュニケートで
きるレベルの日本語（＝ビジネス日本語）。それに企
業と関連させた日本文化やマナー，それに日本人の考
え方や価値観，さらに日本の社会制度などに関してあ
る程度理解して，日本に興味と感心を持ってもらえる
ように研修を行う必要があると考える。さらにこれだ
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けではなく研修成果を公的試験制度によって評価を行
い，その上で一定のレベルに達した者に公的資格を授
与する制度を確立する。そして資格保有者を現地人材
バンクに登録するようにし，それらの資格保有者が日
系企業に就職する場合，特別な待遇で受け入れる方法
を，日系企業全体で努力して作る事が問題解決に一方
法ではないかと考える29）。
このように，頻繁な転退職と結びついた雇用関係
は，海外諸国における働くことに対する意識が，わが
国のそれとは大きく異なっているのが現実であるか
ら，それに対応した制度や方法を確立して，現実を受
け入れていくことが最善であると考えられる。
それでは，この転職が頻繁であるとする指摘と密接
な関係にあると考えられる，現地人従業員達の企業に
対する一体感や忠誠心に関する事柄について，以下に
取り上げて論及したいと考える。企業に対する一体感
や忠誠心が低いとする指摘には，現地人従業員達の頻
繁な転職や退職が深く関わりあっていると考えられ
る。
h）企業に対する一体感，忠誠心が低い
海外現地日系企業の日本人経営者や管理者のほとん
どが，現地人従業員を管理していく時に，上に述べて
きたような様々な問題を抱えたり，これらの問題に直
面して問題解決に努力している。このような広範多岐
に渡る問題や，摩擦に日常的に直面していることの大
きな要因の一つとなっていると考えられることに，彼
らの大多数が現地人従業員達は，企業に対する一体感
や，忠誠心が低いとかないと指摘する事がある。特に
その中でも ①自分の権利を強く主張する。自分の利
益を最優先する。企業のことは二の次としている。基
本的に企業に対する忠誠心がない。これには上でも述
べたが，反論として日本人は会社のことを優先して，
個人の利益を無視すると現地人従業員は批判してい
る。②自分の職務範囲と考える仕事だけをする。仕事
を同僚と協働して遂行することを求めても指示に従わ
ない。ここでの反論としては，日系企業では権限と責
任が明確にされないので，自分達は必要以上のことを
しない。③どんなに面倒を見て知識や技術を教えて
も，転職をしてしまう。これに対して現地人従業員
は，日系企業ではいろいろなことをさせるが，迷惑で
あると不満を漏らしている。④仕事でミスしても責任
逃れに終始して責任を負わない。現地人従業員達は，
これに対して責任に対する意識が異なると反論してい
る。⑤現地人従業員達は会社の重要な情報を外部に流
してしまう。これに対しては，仕事に関係する情報は
自分の職務を遂行するために必要なもの，情報は自分
のものとして考えていると反論している。⑥管理者が
部下の面倒を見ない。⑦現地人従業員達かコスト意識
が低い。⑧大事なことを報告しない。彼らは日系企業
では細かなことをいちいち報告を求めると反論してい
る。⑨仕事に対する想像力がない。これに対して日本
人は現地人のアイディアを無視すると，現地人従業員
達は反論している。などなどこれらはどれ一つを取り
上げても，日本人にとって管理上問題となることばか
りであると考えられる。
これらのことが大きな原因となっていると考えられ
るが，日本人経営者や管理者の多くが，現地人従業員
達の会社に対する一体感や忠誠心は，どうなっている
のかと疑問を投げかける。これは両者の仕事や企業に
対する考え方や，行動が異なっているからであること
は周知の事実である。
しかし，この問題は企業が海外で現地の従業員の管
理を行っていく上で重要な問題である。従って，円滑
な管理を行っていくためには，この問題に対する何ら
かの解決策や，対策が採られなくてはならないと考え
る。
筆者は，この企業に対する一体感や，忠誠心の問題
として指摘されている事柄に関して，以下にそれを取
り上げることにする30）。また同時に現地人従業員達
が，このことに関してどのように考えているのか，さ
らにこの問題は彼らの仕事や企業に対する考え方や，
行動様式とどのように結びついているのか，様々な視
点から行ってきた調査結果から，分析と考察を行うこ
とにしたいと思う。
それではこの企業に対する一体感や忠誠心に関する
事柄を，日本人経営者や管理者が現地人従業員の職務
遂行や能力や，その他に関して評価した調査の結果か
ら，その中の関連するものを対応させて，上に述べた
事柄と何か関連がないか分析してみることにする。
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まず始めに企業に対する忠誠心を持っているか，そ
のものを質問したところ，忠誠心を持っていないとの
回答が，オーストラリアでは 33.6％。持っているとす
る回答は 21.1％，タイでは忠誠心を持っていないとの
回答が 82.9％，持っているとする回答は 8.0％。中国
では忠誠心を持っていないとの回答が 42.5％で，持
っているが 12.4％で，いずれも否定する回答が多く
なっている。
次に自分の担当する以外の職務に対する責任感を持
っているかどうかの質問では，職務以外の責任に関し
て特に低いと評価しており，オーストラリアでは責任
感を持っていないが 55％。タイでは責任感を持って
いないが87.8％。中国では責任感を持っていないが50
％。その他の国々でもこれと同程度の回答結果が出さ
れている。一般的に責任意識は低いが，その中でも自
分の担当する職務以外の事柄に関して，責任意識が低
いとの指摘がなされている。
さらに，同僚との仕事上の協力では，オーストラリ
アの回答では，“同僚とか関連する仕事上の協力や協
働をしますか”の質問で 30.8％がしないとか，また
は出来ないと回答しており，するとした肯定の回答は
15.4％とその半数でしかない。タイの回答では，
36.6％が出来ないで，するとの肯定は 17.1％とここ
でも半数以下である。中国の回答では出来ないが 30.2
％，肯定は19.2％と回答率は多少接近してはいるが，
ここでも出来ないとかしないとの回答が多く，仕事を
するとき同僚と協働することが出来ないことが多いこ
とを示す結果となっている。
上に記述した企業に対する忠誠心や，一体感に関し
ての日本人経営者や管理者の意見や，批判に対して現
地人従業員達はどのように考えているのであろうか。
日本人スタッフが，彼らは自分の権利を強く主張し自
分の利益を最優先する。企業のことは二の次としてい
る。基本的に企業に対する忠誠心がないとしているこ
とに対しては，日本人は会社のことを優先して，個人
の利益を無視すると反論し，不満と批判をあらわにす
る。彼らは自分と家族の幸せ求める事が一番重要であ
ると主張する。
また，自分の職務範囲と考える仕事だけをするし，
仕事を同僚と協働して遂行することを求めても指示に
従わないとの指摘には，日系企業では権限と責任が明
確にされないので，必要以上のことは出来ないし，勝
手に仕事をしては越権行為となるのでしない，と反論
しむしろ日本側を非難する。彼らはさらにこのことに
関して次のようにも不満を示している。海外日系現地
企業での意思決定は極端に言うと，ほとんど本社で行
われており，現地のトップマネジメントは，本社の意
思決定に従わざるを得ないので，現地企業では多くの
事柄に関して意思決定をする事が出来ない。その結果
決定が遅く，かつ現地の事情が理解されないで不適正
な意思決定がなさる。また現地日本人経営者や管理者
達は，企業や集団のことを常に優先して物事を決め，
従業員の個人的なことが考慮されないことが多い。す
なわち企業に対する忠誠心や，一体感を常に半ば強制
的に求める傾向がある。会社に対する一体感や忠誠心
を強要するが個人事情を無視していると，彼らは非難
している。
また本社の権限が強くて，現地日本企業の経営者や
管理者には，実質的に権限がないと考えている。これ
らのことを現地人従業員達はよく知っている。そのた
めに現地人従業員は自分達の上司の低く評価をしてい
るために，多少，面従腹背となるところがある。この
ことは両者の間に見えない溝を作るので，日本人スタ
ッフは，彼らが企業への一体感や忠誠心がないと判断
することになり，他方で現地人従業員は逆に経営管理
に実権がないのだから，そのように評価されても仕方
がないと批判している。
このほかに，彼らは現地日系企業の経営者や，管理
者の任期が 2―3年と短く，その上司の考え方や管理の
しかたに慣れた頃になると交代をしてしまう。時には
自分達の方が現地企業の事に関してよく知っていると
考えている。そのために日本人上司が現地になれて来
るまでは，自分達のほうが先輩であるとの考えを強く
持っている。このことに加えて，日本人の経営者や管
理者達の赴任前の職務や職位によって，物の考え方や
管理のしかたが異なっていることを，下 3日にして上
を知るの諺のごとく，現地人従業員たちはそれを理解
している。そのために経営者や管理者が交代すると，
新しく赴任してきた上司の考え方や，管理の特徴を慎
重に観察して様子を見ている。彼らは上司を評価する
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際，前職ばかりでなく，日本での生活に関してまで情
報を得て，その上司は従うに値するか否かを考えてい
る。そして彼らは自分の評価に基づいて，上司の指示
に従う度合いを決めている。このことから彼らは上司
に対してかなり批判的な考えや行動をする。そのこと
が日本人経営者や管理者の指示や伝達の際に出てき
て，不満や批判の態度を出すので，日本人スタッフは
忠誠心がないと判断しているとの指摘がある。
現地人従業員はどんなに面倒を見て知識や技術を教
えても，転職をしてしまうとのことに関しては，日系
企業は職務契約以外のいろいろな仕事をさせ迷惑であ
る。自分達は職務契約に在る仕事だけをしたいと反論
する。
現地人従業員は仕事でミスしても責任逃れに終始し
て，責任を負わないとの指摘には，日系企業では責任
が明確にされていない。それならまず権限委譲と責任
範囲を明確に示して欲しいと反論している。具体的に
は，日系現地企業では，職務遂行に必要な権限と責任
を明確にしないために，職務遂行や責任に関して混乱
が常に発生する。仕事を遂行していくために必要なマ
ニュアルや職務分掌規定が明確でなく，職務遂行に混
乱がたびたび発生する。また会社の都合で様々な仕事
をさせる。現地日系企業でも集団による課業の達成と
職場で色々な仕事に適応できる多能職と，将来のゼネ
ラリスト育成を目指して管理を行っている。しかし現
地人従業員達は自分の職務と職務範囲を明確にした上
で，職務を遂行することを希望している。ここに両者
の仕事や企業に対する考え方の差異が発生する。現地
人従業員達はなぜ自分の職務の範囲を超えた仕事をし
なくてはいけないのかと不満を漏らし，批判をするこ
とになる。そのことに対して日本人スタッフは反抗的
であるとか，一体感が欠けていると指摘すると，現地
人従業員は不満を漏らしている。
現地人従業員達は会社の重要な情報を外部に流す。
また大事なことを報告しないに関しては，日系企業で
は細かなことをいちいち報告を求めるが，無駄なこと
が多いと批判している）。また情報は自分の職務を遂
行するために必要なものであり，情報は自分のものと
して考えていると主張する。情報に関して彼らは日本
人こそ秘密主義で，重要なことは現地人従業員を外し
て行う。仕事に必要な情報を流さない。技術や知識を
委譲したがらない。そのような企業や職場に対して，
一体感や忠誠心を持てと言っても出来ない相談である
と彼らは反論する。さらに加えて，日本人スタッフは
日本語以外の言葉が十分出来ないために，コミュニケ
ーションが十分に出来ないので，コミュニケーション
ギャップを常に感じると彼らは批判をする。このこと
のために何かを伝えようとしても十分に伝達できな
い，そのために真剣に報告をしないとか，伝達をしな
いことがある31）。
これらのことから，日本人スタッフから忠誠心がな
いと評価をされがちであると，彼らはそれを認めてい
ることがある。
管理者が部下の面倒を見ないに対しては，それは自
分の本来の職務ではないと反論する。そして彼らは日
本人スタッフの中には，日本と全く同じ経営管理手法
や考え方を，それが唯一正しいと信じて，現地の経営
管理に適合したやり方を無視したり，現地人管理者や
従業員の考えなどを無視して，一方的に現地での経営
管理行う者がる。これはいたずらに現地でのマネジメ
ントの方法や，手続きを混乱させてしまうと不満を漏
らす管理者がいる。現地でのやり方や従業員の立場を
考えて欲しいと批判する。現地では職務に関する知識
や技術，know―howは自らが努力して習得するもと考
えている。さらに知識や技術を簡単に教えたら自分の
職務と，職位を失うことになる彼らは批判している。
現地人従業員達のコスト意識が低いに関しては，コ
スト管理は経営者や管理者の仕事であると反論する。
仕事に対する想像力がないに関しては，日本人は現
地人のアイディア無視するので，自分達は黙っている
と反論している。また現地人従業員達の創造性を認め
ないばかりか，自分達の考えを一方的に押し付けるこ
とが多いと，不満を漏らし，強く批判をしている。
さらに彼らが我慢できないと批判することに，現地
日系企業では能力評価基準が不明確であり，個人評価
が十分になされていないと現地人従業員達は批判して
いる。努力して成果を挙げたものと，そうでないもの
の評価に差が見られない。常に能力評価が納得のいく
ようになされていない。仕事も協働での遂行を求めら
れ，個人評価の基準が無視されていると不満を持って
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いる。日本企業での年功序列制度では常に横並び評価
がされるが，現地人従業員にとってこのことは納得が
いかない事柄であると，彼らは不満を漏らしている。
そのために彼らは適当に仕事をすることになる。この
ことに対し日本人スタッフは仕事をする上で努力がな
いとか，企業に対して忠誠心や，一体感が彼らにはな
いと考えることになる。日系企業では昇進・昇格が遅
く，給料が能力によって支払われていない。昇進や昇
格が青天井ではない。現地人の能力を正しく評価をし
ないと彼らは批判している。
このようにいずれのことに対しても，両者の考え方
には大きな差異があり，それが両者の間に軋轢を生ん
でいると考えられる。
それではさらにこのことを，現地人従業員の働くこ
とと，会社に対する考え方や行動の側面から分析し
て，因果関係を検討することにしたい。
以上のところでは，海外日系現地企業の日本人スタ
ッフの現地における経営管理，特に現地人従業員を管
理していく際の問題点の指摘と，現地人従業員たちの
現地日本企業の経営制度や，経営実務や慣習などに関
する不満や批判に関して，両者に対する調査結果から
指摘された事柄に関しての記述を行ってきた。それで
はこれら両者の指摘した事柄が，現地人従業員の仕事
と企業や職場に対する考え方や，行動様式がそれらに
どのように関わりあっているのかに関して，現地人従
業員に対して実施してきた調査結果と，関連させて記
述することにしていきたい。
現地人従業員の仕事や企業に対する意識調査を実施
してみると，現在の仕事をしているのは仕事が自分に
適しているとか，仕事をしていると能力が伸ばせるの
で働きに来ているの回答が多く見られる。また自分の
幸せや家族の幸せのために働いている。従って今より
もよい転職先があればいつでも会社や職場を移るな
ど，彼らの仕事や会社に対する意識が浮き彫りにされ
てくる。
働く人の意識調査を実施してみると，日本人は自分
が生活していくうえで重要と考えていることは，会社
の仕事とか現在の仕事としたものが 75％あり，家族
や自分の幸せと考えているものは 20％と少ない。し
かし，日本以外の国々の調査結果では，家族の幸せ
や，自分の幸せとする回答がオーストラリア 64.1％，
タイでは 65.0％，中国では 59.3％，韓国では 61.2％
とどの調査でも 60％を超えており，逆に仕事が重要
とする回答は，オーストラリアでは 10.9％，タイでは
9.0％，中国では 4.8％，韓国では 2.5％とかなり低く
なっている。この点で生活上重要と考えている事柄
が，日本人の考えと大きく隔たりがあることが理解出
来る。
日本人は会社での仕事や現在の仕事と考えている背
景には，会社や現在の仕事が，上司や同僚，部下と共
同して協働で行われているので，生活していくうえで
重要と考えるのではないかと考えられる。この日本人
の考え方と逆の家族や自分の幸せに priorityを置き，
会社や現在の仕事にはあまり重要性を置いていないと
考えられる。すなわち現在の仕事は自分の生活と家族
の生活が成り立てば良い，現在の会社の仕事に固執す
る必要性はないことになる。このことは日本人の仕事
に対する考え方が現在の会社で，現在の仕事を継続す
ることが重要，すなわち安定の欲求が強いといえる。
一方で日本以外の国々では，概ね職務は自分の能力や
知識，経験に基づいて獲得し，それを幸せな生活を送
るための一手段として考えている。仕事に対する意識
差がここで読み取れる32）。
すなわち，両者の仕事（職務）を遂行していくこと
に対する考え方が，大きく異なってくることが理解出
来る。また仕事は集団との協働で遂行するとする一般
的な日本企業の考え方と，仕事は個人の能力と知識や
経験によって，自分が主体的に遂行していくとする諸
外国の企業の考え方には，大きな隔たりが存在してい
ることも，今まで上で述べてきたことから理解出来
る。これらのことから，海外日系現地企業の日本人経
営者や管理者，その他のスタッフの考え方と，現地人
従業員の考え方との間には，差異が必然的に発生して
くることも理解出来る。
その結果，上で取り上げたような両者の仕事に対す
る際や，不満とか批判が出てくることになる。すなわ
ちこの両者の考え方の違いは，日本企業と海外諸国の
人々の仕事に対する認識の差異から，惹起しているこ
とが理解出来ると言える33）。
従って上でも取り上げてきたように，海外現地日系
34
企業の経営者や管理者達は，現地人従業員に対して，
彼らは自分の利益を優先する行動をするとか，彼らは
自分の都合や家族のことを優先的に考え，仕事上必要
とされるときでも残業をしたがらない。彼らは無断欠
勤をするとか，自己都合で休暇をとる。すなわち彼ら
は自分の利益のために会社を犠牲にする。さらに彼ら
は職務範囲の明確化していて，その範囲の職務しかし
ないことが多いと，上で言及してきたことが指摘され
る。これに対して，現地人従業員は入社して職務に就
く際や，職務を遂行するに当たっては権限と責任の明
確化を求める。仕事を遂行する上で同僚との協働をし
ない，また嫌がったりする。どれほど親身になって技
術指導をしても，また個人的に親身になって世話して
も，それを忘れて自分の利益や些細なことのために転
職をしてしまう。
このことに関しても，現在の仕事に対する満足理由
として，仕事が自分に適しているがオーストラリアで
は 54.7％，タイでは 60.1％，中国では 48.4％，韓国で
は 33.2％で，このほかの要因として回答されたこと
に比較して高くなっている。このことから彼らにとっ
ては，仕事が自分に適していることが働くための条件
であり，会社や職場環境が良くてもそれは長期にわた
って勤務する条件とは必ずとも言い切れないので，良
い職場を求めて転職をしていくと考えられる。また彼
らに転職理由を尋ねると，一つに会社に長く勤務した
くない。知識や能力をもっと伸ばしたい。他にもっと
良い会社があったからなどが回答されてくる。
また，企業に対する忠誠心や一体感に関して彼らの
意識を，別の調査で実施してみた。
この調査では，会社に多大な忠誠心を持っているかと
の質問に対して，オーストラリアでは否定回答が
32.7％，肯定回答は 56.3％である。タイでは 54.2％
と 20.9％。中国では 40％と 50％。台湾では 10.4％と
71.5％となっている。
会社で働き続けるためにはどのような仕事でもする
かとの質問に対して，オーストラリアでは否定回答が
48.4％，肯定は 35.4％。タイでは 58％と 17.9％。中
国では 50％と 40％台湾では 17.7％と 57.8％である。
これら上に述べた回答での肯定回答には，企業の担
当者に依頼して調査を実施したので，彼らの本心とい
うよりも，多少答えにバイアスがかかっているのでは
ないかと筆者は考えている34）。
彼らは人生設計を明確にしているため，転職して自分
にとって更に良い仕事や地位を得る努力ばかりする。
仕事をするとき必要でも，同僚と協力しない自分の職
務と職位を守る。他人に仕事教えない。その上仕事で
ミスがあっても上司や同僚などに責任転嫁する。
さらに規律をまもらないで，仕事を会社や職場で決
められていても我流で仕事を行う（中国）。会社の情
報を安易に外部に流失するなどこのような行動が多く
て，企業や組織に対しての忠誠心がないと考えると，
どこの国でも上に述べたことの指摘が，日本人経営者
や管理者の口から出てくる。
さらに彼らは仕事に対する創造性が低い。仕事に計
画性がないとの指摘があるが，具体的には，このこと
は自分に与えられた職務を日々繰り返しており，仕事
を改善をしたり創造性を発揮して，良くしていこうと
する意識が欠けている。この原因はまず日本以外の
国々の企業では，職務が明確に規定されていて，それ
以外のことをすると越権行為として首にされることが
あるので，自分に与えられた仕事だけを指示に従って
遂行していれば良いと考えて，改善事項や良いことを
考えても提案をしない。一種の保身行動であるといえ
る。現実に日系企業では，許される範囲で改善や創造
性を発揮しているとの指摘もある。人間は Y理論が
指摘するように，創造性を発揮する欲求を強く持った
生き物であるからである。環境が異なれば，この指摘
は異なったものになると考えられる。彼らは自分にと
って少しでも良い仕事を，常に探して転職することを
考えていること。自分に与えられた仕事をしていた
ら，現在の一定の報酬が得られる。創造性は管理者が
発揮するものと考えており，自分達は会社のためにそ
のようなことをする必要がない，それに対する報酬も
得ていないと考えている。また創造性を発揮してよい
ことを思いついたら，会社にそれを売りつけると考え
ている。創造性や新しいことをして問題が発生した
ら，責任を取らなくてはならないからである。意識調
査では，仕事に関してどのように考えるかの質問に対
して，自分から積極的に仕事をするとか，必要なら指
示がなくても仕事をするとの回答もあるが，①上司の
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指示に従うとの回答は，オーストラリアが 12.5％，タ
イでは 50％，中国では 27.3％，韓国では 1.3％となっ
ている。また②決められた範囲の仕事をするでは，オ
ーストラリアが 9.4％，タイでは 45％，中国では
14.8％，韓国では 27.5％。さらに③与えられた仕事だ
けに責任を持つでは，オーストラリアが 9.4％，タイ
では 25.5％，中国では 12.9％，韓国では 17.4％など
など，彼らは仕事に対する創造性が低い。仕事に計画
性がないとの指摘を裏付ける回答も上に述べたように
ある35）。
以上，海外現地日系企業の日本人経営者や管理者，
その他のスタッフが日常現地人従業員を管理していく
際に，直面する様々な問題点を彼らの指摘に基づいて
開陳し，問題点を明らかにした後に，現地人従業員の
それらに対する反論，それに日系企業の管理制度と
か，日本人スタッフに対する不満や批判している事柄
について取り上げて，両者の相違をもたらしている
様々な事柄に関して明らかにしてきた。そしてこれら
の相違点が惹起する背後には，日本人と現地人従業員
達の働くことや企業に対する考え方や，行動様式の差
異があるのではないかとの仮説に基づき，現地人従業
員の働くことや企業に対する意識調査の結果が，これ
らの問題の背後で影響を与えているのではないかとい
うことを記述した。そしてそこに関連性があることを
記述した。
小論は現地日系企業の経営者や管理者，それにその
他のスタッフの協力を得て実施した様々な調査と，現
地人従業員の協力を得て実施した調査の結果に基づい
て執筆したものである。調査は面接調査，質問表調
査，それに企業の協力を得て現地の工場で従業員と生
活をともにしながら実施した，参与観察調査などに基
づいて執筆したものである。
これら調査は様々な国において実施したが，調査に
よっては調査の趣旨が十分に被調査者に伝わらなかっ
たのか，満足な結果が得られなかったものがあったの
で，それら結果は残念ながら使用しなかった。なお調
査票の内容に関しては巻末に掲載した。
．むすび
今日，世界各国の企業はその規模や産業分野に関係
なく，自らの維持・生存と発展を目的に世界各国の市
場獲得を目指して企業活動を積極的に行っている。ま
た企業は厳しい競争に生き残るために，ビジネスチャ
ンスを求めて海外に積極的に進出しており，企業は国
や地域を問わず多国籍を行っている。この国際化の傾
向はますます強まってきている。
2005年度の世界各国の対外投資は，前年比 8.2％減
の 7.596億ドルであった。その中でわが国企業の対外
直接投資は前年度比 46.8％増の 455億ドルと，大幅
に増加しバブル期並みの投資額を記録した。今後も継
続していくと考えられている36）。
企業が海外に進出して，企業活動を行うために海外
諸国に現地法人を設立して，その国の現地人従業員を
雇用して事業活動を行った場合，そこに様々な問題や
摩擦が惹起する。これは進出企業にとって企業を取り
巻く政治，法律，経済，社会制度や慣習，宗教，文化
など様々な経営環境が異なることから必然的に発生す
ることである。これら海外に進出した企業の海外現地
法人で発生する様々な問題や摩擦は，進出した国や地
域によって多種多様であるが，海外に進出した企業が
普遍的に直面する問題や摩擦が存在するといわれてい
る。それは海外に進出した現地法人において，外国か
ら進出した企業側の本国から派遣された経営者や管理
者，それに技術者やその他のスタッフと，受入国の現
地人従業員との間に必然的に惹起するといわれる，避
けられない事柄である。
企業は環境が異なる様々な国や地域に存在して，
日々活動を継続している一つの社会制度である。その
ために国や地域の，様々な経営環境を反映している一
種の有機体でもある。したがって元々存在している母
国とか一定の地域の様々な経営環境から，大きな影響
を受けて存在していると考えられる。特にその地域や
国の社会制度とか，人々の価値観や行動様式の特質
に，影響を受けたり制約を受けながら，その存在を維
持していると言える。このことから世界各国の企業は
国や地域の特質を保有しながら，企業活動を行ってい
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る。したがって企業は存在する国の特色を吸収しなが
ら，その企業制度や企業活動に特徴を出しながら存在
しているために，いわゆる欧米的な経営制度とか，日
本的経営制度と言われるものが存在していることにな
る。
このように国や地域の特質を保有した企業が，それ
と異なる特質を持った国や地域に進出した場合には，
必然的に進出した企業や受入国の従業員の間には，問
題や摩擦が惹起するのは当然なことであると言える。
筆者は，このことに着目して海外現地法人において企
業の本国から派遣されている経営者や管理者，その他
の技術者やスタッフと，受入国側の現地人従業員の間
にはどのような問題とか摩擦が発生しているのか，そ
れは進出国や地域で同じように発生しているのか，そ
れとも進出した受入国や地域によって，それらは異な
っているのかに感心を持ち，長年にわたって海外に進
出している諸外国の日系海外現地法人の，経営者や管
理者，その他のスタッフ。さらに現地日系法人で働く
現地人従業員，そのほか各国の現地地場企業の経営者
や従業員に協力を依頼して，様々な調査を実施してき
た。その結果，海外に進出している日系企業の現地法
人が一般的に直面しているとか，抱え込んでいる問題
には，日本的経営制度といわれている事柄が多く関係
している。またその背後に日本人経営者や管理者，そ
の他のスタッフと現地人従業員の職務や企業に対する
価値観や，行動様式が大きく関わりあっているのでは
ないかと考えるようになってきた。
そこで小論は，海外に進出している日系企業の海外
現地法人の経営者や管理者，その他のスタッフと現地
人従業員が抱える様々な問題や摩擦には，両者が保有
する職務や企業に対する価値観や行動様式が，そこに
関わりあっていることを，オーストラリア，タイ，中
国，台湾，韓国，それにわが国の働く人々の調査結果
をベースに検証することを目的にして執筆したもので
ある。
本論の執筆目的は上に述べたとおりであるが，この
ことを筆者は上に述べた方法で問題を展開した。筆者
は上で示してきたように，海外現地企業の日本人経営
者や管理者，それにスタッフと現地人従業員に対する
様々な調査を実施してきたが，まず始めに日本人経営
者や管理者達が，現地企業で経営管理を行っている
際，特に現地人従業員を日常管理していく場合に，彼
らが直面するトラブルや摩擦に関する事柄を指摘して
もらい，その上でその解決策や対策についても話をし
てもらった。
このことと同時に筆者は現地人従業員に対しても，
彼らの上司でもある日本人経営者や管理者それにスタ
ッフと，日本企業における問題点や彼らのそれに対す
る不満や批判を，調査票の使用や面接調査，それに参
与観察調査などによって収集を行った。
さらに，わが国と海外において仕事をしている人々
の働くことや企業や職場に対して持つ，考えや行動様
式に関する調査を実施して，各々の特徴を分析・解明
する作業を実施した。なぜならば，それらがこの調査
の目的である，日本人スタッフと現地人従業員間に，
トラブルや摩擦が惹起する原因には，この要素が大き
く関わりあっているのではとの仮説を立て，そのこと
を中心に問題の分析と解明を行うことで在ったからで
ある。
従って小論は日本人経営者や管理者の問題提起，次
に現地人従業員達の日本人や日本企業に対する不満や
批判，最後に働くことと企業に対する考えや行動基準
と，上に述べたこととの関係に関して，調査を基に分
析と解明を行ったものである。
各種の調査は現在でも継続して実施しているため
に，新しいデータを得ることが出来たら，今後もそれ
らを加えて論文の内容を，グレードアップすることに
したいと考えている。
小論は多数の人々の調査協力によって完成すること
が出来たと考えている。ここに改めてこれらの人々に
衷心よりお礼を申し述べたい。なおこの論文は専修大
学の平成 17年度研究助成を受けて行った研究の成果
である。ここに謝意を示したい。
注
1） 2006年版ジェトロ貿易投資白書。ジェトロ。2006年 9
月。
2） 複数の海外日系企業の経営者や管理者の理解と協力を得
て，事務所，工場において調査を実施するだけでなく，
一般従業員の宿舎で寝食をともにしながら，彼らの日々
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の行動様式や考え方に関しても，このような実体験を通
して現地人の本音と言える考え方や行動様式を把握出来
たと考えている。また長年にわたるこのような調査を行
い，現地人従業員の考え方や行動様式が，経済環境はじ
め様々な環境の変化によって，変化する事実を目の当た
りにするという貴重な経験をすることが出来た。
3） 上でも述べたが，研究の過程で日系や現地地場企業の理
解と協力を得ることが出来たタイ国の複数の企業の事務
所や工場の現場において，参与観察調査やその成果を基
にした面接調査をしたり，また直接に現地人の工員や従
業員と数年間，ともに彼らと宿舎で生活をしながら彼ら
の仕事や職場に関する考え方や行動特性を把握するとい
う経験を持つことが出来た。この現場における体験によ
って，筆者は単なる質問調査票を使用した調査研究と異
なり，現地人従業員達の仕事や企業に対する考え方や行
動の実態を把握出来たものと確信している。この貴重な
調査の機会を提供してくれた企業の経営者・管理者やそ
の他のスタッフと，彼らの生活の中に受け入れて，裸の
付き合いをしてくれたタイ人現地人従業員に衷心より感
謝している。これら多くの人々の協力により筆者はこの
研究を今日まで継続することが出来た。小職のこの研究
が海外日系企業にとって少しでも役立つことがあった
ら，また若き研究者達がこの研究に情熱を傾けてくれた
ら望外の喜びである。筆者はライフワークとなる研究に
協力をしてくれた様々な分野の多くの人達のことを終生
忘れることが出来ない。そのことに対するささやかな感
謝の気持ちとして，筆者は大学におけるゼミナールの学
生や一部外部の人々の協力を得て，毎年，タイ東北部の
寒村やラオスにおいて小学校の建設や，彼らが求めてく
る学校関係の様々な工事を行ってきた。これからもささ
やかなこの活動を続けて行くことを希望している。
4） これと同じ調査は比較のために日本でも実施したが，職
場や働くことに関する意識調査は，（財）社会経済生産性
本部，（社）日本経済青年協議会の調査報告書「働くこと
の意識」が毎年出版されているので，その調査結果も一
部参考にさせてもらった。また各国における調査に関し
て，その国独特の価値観が存在していることがあるの
で，使用した調査票の質問形式を一部変更して調査を実
施した。調査票のオリジナルは英語であるが，各国にお
ける調査はその国の言語を使用して行った。調査票は巻
末に掲載したので参照していただきたい。
5） 仕事と職場や会社に対する考え方や行動に関する調査
は，現時点までに回収できた調査票の結果を小論におい
て活用したが，一部の国においては調査票の回収を継続
して行っている。
6） 此処で取り上げた項目以外にも様々な問題や摩擦に関す
る事柄が多数指摘されているが，それらは多方面にわた
っているので，それらに関しては稿を改めて論述したい
と考えている。海外現地企業の経営者やその他スタッフ
が，各国で経営や管理を行っていく際に，日本と異なっ
ているとか，現地人従業員を管理していく時などに，体
験した事柄に関しては多くの論文や著作に執筆してあ
る。論文は主に専修大学「商学論集」第68，69，70，71，72，
73，74，75，76，77，78，79，80，82，83号，ならびに専修大学
商学研究所「所報」第 40号，62号，第 31巻第 1号の拙
稿論文，その他の著作や多くの国際学会での報告があ
り，それらに公にしているので参照していただきたい。
7） ibid， 拙稿 専修大学商学論集や国際会議での報告書参
照。
8） 拙稿 専修大学商学論集 第 67号，77号，81，82号，多
くの国際学会報告書参照。
9） 同僚と協力して職務を遂行しない理由としては，ここで
取り上げたことの他に，彼らが転職や退職を安易に行う
ので，仲間意識が低くお互いに協力や干渉をしないとい
うことも考えられる。
10） 上の項目でも述べたが，工場では共同作業が多いので，
簡単な技術に関しては指導するとのことで，このことは
ホワイトカラーや事務系の仕事に従事している者に多く
見られと言われている。
11） 管理者の資格要件として，日本では部下の育成が重要視
されているが，職務を明確にして自分のポジションを確
保するため，同僚や部下に職務を教えないのがわが国以
外では一般的である。わが国企業では，集団業績達成，
集団責任体制をとっているので OJTをはじめとして，
様々な企業内教育が積極的に行われている。したがって
両者にはこれらの点で大きな差異が存在している。
12） 時として労働の需給関係から，必ずしも自分が求める職
務に就けないことがあって，別の職種についていること
もあるが，一般的には自分の求める職種を選択して仕事
に就いているといえる。
13） 彼らが仕事をするときは，職務範囲の明確化，それに職
務権限と責任の明確化と権限委譲を強く求めるのは周知
の事実である。また職務遂行に関して基準となるマニュ
アルを要求することも良く知られている。この何かをす
るとき，彼らはその仕事のやり方を知る手段や，行動の
判断基準となるマニュアルを求める。このことは筆者が
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オーストラリアで居住している Flatでも様々なしてはな
らない基準が示してある。例えば，建物の玄関となる入
り口には，重量のある品物は入れてはいけない，それを
したら 500ドルの罰金をとる。またエレベーターで禁止
事項を守らないと 1000ドルの罰金を取る。非常口まえに
物を置くと 1000ドルの罰金。プールでも様々な禁止事項
が書いてあり，そこでも違反者には罰金が課せられるな
ど，いたるところに守るべき基準や禁止事項が示されて
いる。どこに行っても様々な基準がうるさいほど示され
ている。しかしそのことは，守るべき基準が何であるか
を明確に示してあるので，そこでは何をしてはいけない
のかが理解出来るので，それを守ればよいことが明確に
理解出来る。様々な人種や国民がともに居住していくた
めにこのようなことが必要であると納得出来る。彼らは
守るべきことや禁止事項が示されているので，そのこと
を守っていれば良いのである。すなわち彼らが仕事をす
るとき，行動基準となる規則，すなわちマニュアルが必
要とされる。このことから海外の国々ではマニュアルが
仕事をする際に，必ず必要であると考えられるのであ
る。日本ではこれと同じことは必要とされていないし，
なくても行動している。現地企業においても同じである
と考えられる。
14） 確かに短期間に多くの職場や工場を見学したり研修を受
けたとしたら，彼らが理解出来ないことや研修を消化で
きないことが多くあると考えられるので，我が国企業の
研修のあり方を工夫したり，考えたりしなくてはならな
い点があると考えられる。
15） 我が国企業の場合，海外現地人従業員に海外研修を受け
させる場合，年功序列的意味合いが強かったり，長期勤
務者に対する褒章の意味合いを持つことが多く，本来必
要とされる研修が適切になされていないケースも多くあ
るようである。筆者も研修の機会を与えられた現地人従
業員達から相談を受け，研修の目的や研修に関する事柄
に関して企業に事前に提出しなくてはならない書類の作
成を手伝ったが，彼らにとって書類の作成はかなりハー
ドなものであった。研修後の報告書に関しても同様のこ
とが言えた。
16） 海外日系企業の経営者や管理者，その他のスタッフ達が
異口同音に指摘することは，仕事の効率化や生産性向上
のために，彼らが常に心がけている改善を現地人従業員
達に求めると，改善は貴方達経営者や管理者，会社が行
うことである。もしもわれわれがそれをするならお金を
くださいと，当然のことのように要求をしてくる。常に
このような考えや態度を取るので，職務上の問題点が発
生したり，工場での品質不良があっても，それらについ
て一応報告はするが，どうしてそれが発生したのかその
原因とかプロセスを自分達で追求することをしない。そ
こでその対策として QC活動を導入すると，不思議なこ
とに彼らは QC活動には熱中するとのことである。経営
者や管理者の中には何のために QC活動をしているのか
理解出来ないと指摘する人達がいる。ただし QC活動を
成功させている企業もある。この事実の背景にここで取
り上げていることが関係していると考えられる。
17） オーストラリアでは言質人管理者は責任意識が強く，ミ
スがあると認めて自ら責任をとって退職するとのこと
を，現地調査をしているとき聞くことが出来た，しかし
一般従業員の責任意識は上で示したごとく低いといわれ
ている。
18） この責任問題に関しては，我が国以外の国々では，責任
問題を起こした従業員の立場が直接危うくなる。諸外国
では当然のことであり，彼らの態度にこのことが大きく
影響をしていると考えられる。さて日本企業でも責任問
題を起こせば，当然のこととしてその責任が問われる。
しかし，一般的に集団主義の考えに基づき，集団業績達
成と集団責任を基本として職務を遂行する制度が採られ
ているために，よほど重大な責任問題に関しては例外で
あるが，責任は謝罪によって赦免されるとか，集団で連
帯責任をとる方法がとられるために，責任に対する対応
の仕方が，諸外国の場合と大きく異なっていると考えら
れる。このことは現地日系企業の経営者や管理者たち
が，現地人従業員達はどうして素直に責任を認めないの
か，謝罪しないのかと指摘することからも理解出来る。
現地人従業員達も，日本的な責任のとり方を理解してく
ると，素直にそれに従うとの事実を，多くの人達から聞
かされた。日本的な集団で連帯責任をとる方法が良いの
かどうかは，議論の余地が大いにあると筆者は考えてい
る。
19） 近年，我が国の企業でも，機械や設備に関する操作や修
理について，かなり詳しいマニュアルを作成している
が，筆者の知る範囲では，欧米系企業のマニュアルに比
較して十分とはいえないようである。欧米系のマニュア
ルは，筆者のような素人でも理解でくるようにイラスト
や解説が豊富で理解しやすかったが，我が国企業のマニ
ュアルは OJTの考え方が下地に在ったり，修理などは製
造した企業の技術者が現場に派遣され行うとの考えが強
く，マニュアルが十分とは言えない。また欧米系企業の
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場合，機械や設備を納入した場合技術者が，かなり長期
にわたって操作，馴らし運転，修理などを行っていた
が，日本の場合それに比較してその期間が短いのではな
いかと思えた。
20） 単一の専門職務だけに従事するか，多能工として複数の
職務を遂行するかに関して，双方に各々メリットがある
と言われている。この問題は今後現場で試行錯誤が行わ
れていくと考えられる。
21） この調査では被調査者が該当すると考えた項目だけを選
択してもらう方法をとったために，回答なしが 52.8％在
った。
22） 筆者はマレーシアの工場で行われていた方法がすぐれて
いると考えた。それは伝達する情報を理解しやすく掲示
して，その掲示を見て理解出来た者は下段に署名をす
る。全員が署名するまで掲示を続ける伝達方法を採用し
ており，大変すぐれていると理解した。掲示の方法も目
的，内容，そして理解して欲しいことが，いつも一定の
方法で示してあり，掲示を理解しやすくする工夫がして
あった。
23） 中国，韓国，マレーシアにおいての調査では，条件や時
間的な制約があったために，質問調査票と同じ項目を用
いて質問する方法を採用したが，直接聞き出す方法をと
ったため，被調査者が正確に自分の考えを表現してくれ
たかどうか，多少不安が感じられた。今後機会を作って
改めて調査を実施したいと考えている。
24） 調査結果の回答率があまり高くないのは，回答選択肢を
事前に与えて，該当すると考えた項目だけを，回答とし
て選択してもらったからである。
25） 国や地域によっては，従業員の転職がごく一般的に行わ
れていることを良く理解して赴任する経営者や管理者が
多いために，そのことは織り込み済みとされ，調査をし
ても従業員の転職が問題であるとの回答が少ないケース
がある。特に欧米系の国々ではそのことが言える。反
面，アジア諸国などではこの問題の指摘が多くなる。
26） 海外で日系企業への就職を現地の人々が躊躇する要因の
一つに，残業が多いことがあげられる。我が国企業では
残業はごくあたりまえと考えられている。また日本との
時差の関係もあり，残業が多くなるのかもしれないが，
残業に対して諸外国では日本ほど寛容でないので，この
ことは十分に考慮しなくてはならないと考える。海外で
は男女の差別なく就職しており，子供の学校の送迎や，
家庭での役割分担もお互いに shareしているのが一般的
であるので，日本と同じではない。海外では，自分の生
活や家族の生活を第一義的に考えるので，この点は重要
であると考える。
27）（財）社会経済生産性本部「平成 18年度 調査報告書”働
くことの意識”」の入社動機の回答でも自分の能力が生か
せる 30％に次いで，”仕事が面白い”とする回答が 22％
の回答率を示している。
28） 拙稿”専修大学商学論集 67号，68号，71号，82号参
照。 ココでの論集の号数に関しては詳しく調査して最
後に記載する。
29） 海外日系企業では，企業情報との関係や引き抜きを防止
する意味で，一度現地日系企業を退職した人々の採用を
控えたりする傾向があるが，今後優秀な人材を活用して
いくためには，現地人で上に述べたような能力や資格を
保持している人々を，全体の産業で設立した人材バンク
に登録してもらって，その人達の能力や資質を有効に活
用したほうが，日系企業にとって有益ではないかと考え
る。今後益々人材をグローバルに活用していかなくては
ならなくなると考えられるので，日本政府もこのような
計画や企画に対して必要な援助をすべきであると考え
る。
30） このことに関して現地人従業員達がどのような反論をし
ているか上で短く付け加えた。
31） 筆者も工場で工員達と寝食をともにして，作業現場で参
与観察調査をしていた折に，現地人従業員達は都合の悪
いことが発生したり，悪い情報があると現地の言葉で会
話をして，日本人スタッフには分からないようにしてい
る現場を目の当たりにしてきた。大きな事故に繋がりそ
うなときは，筆者が日本人スタッフにそのことを連絡し
た。しかし，あまりこのようなことをすると，彼らは面
子があるので警戒をして，平素の実態を見せてくれなく
なるので，大したことがない場合には看過した。
32） オーストラリア人は，人生設計がしっかりしており，多
くの人が将来の生活に対する夢を着実に実現していくと
いわれており，中国でも近年，会社や地位の将来性を重
視するといわれている。韓国でも同じような考えが強い
といわれている。そのために彼らは自分の夢や考えを確
実に実現するため，少しでも自分にとって良い条件の仕
事に就けるよう努力していると考えられる。そのために
現在の仕事以上に，より良い仕事を求めるために，現在
の仕事とする回答が意識調査でも少ないと考えられる。
33） 日本人が生活において重要なことを質問されると，会社
の仕事とか現在に仕事との回答が多く出される。現在で
も自分の都合よりも，会社の仕事を残業しても優先する
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とする回答が多いことが，最近の生産性本部の「働くこ
との調査」でも明確に示されている。
34） 彼らから直接質問用紙を回収したり，面接を行った調査
では彼らの本心に近い回答が得られると考えている。
35） この従業員の意識調査では，回答項目を調査者が与え，
それを多肢選択方によって回答を選択してもらったの
で，回答が各回答に分散しており一見低いように見える
が，ここでの消極的回答は全回答の比率で行くとかなり
の割合になる。
36） 2006年版 「ジェトロ貿易投資白書」ジェトロ。2006
年。
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32．日経 bizTech「中国リスクの正体」日経ビズテック。2005
年。
33．内田俊彦「本当の中国ビジネス」第二海援隊。2000年。
34．高井伸夫「中国で成功する人事労務の戦略戦術」講談
社。2002年 10月。
35．芝山英二「新中国ビジネス事情」新潮社。昭和 59年。
36．溝口雄三「方法としての中国」東京大学出版会。1986
年。
37．竹内実「現代中国の展開」NHKブックス。昭和 62年。
38．莫邦富“トヨタが中国の失敗から学んだこと”日経 Biz-
Teck no，006 「中国リスクの正体」。2005年 4月。日経
BP社。pp 26―33.
39．馬場直樹“失敗の原因は日本企業の「楽観」にある”
日経 BizTeck no，006 「中国リスクの正体」。2005年 4
月。日経 BP社。pp34―39.
40．谷口徹也“「世界の工場」の定説を疑え”日経 BizTeck
no，006 「中国リスクの正体」。2005年 4月。日経 BP
社。pp 46―53.
41．遠藤健治“先進企業の影で息つく劣悪企業の実態” 日
経 BizTeck no，006 「中国リスクの正体」。2005年 4
月。日経 BP社。pp54―59.
42．前田宏一“進出だけではダメ，現地化せよ” 日経 Biz-
Teck no，006 「中国リスクの正体」。2005年 4月。日経
BP社。pp 60―65.
43．南博「日本的自我」岩波新書。1983年。
44．後藤康浩 「強い工場」 日経ビジネス人文庫。2005年 3
月。
41海外日系現地企業の経営管理と現地人従業員の働くことや企業に対する意識
45．今井宏 「トヨタの海外経営」 同文館。2004年。
46．田村好正 「アウェイ社員課業への正体」CCIマネジメント
社。2006年。
47．“本番ポスト成果主義”日経ビジネス。2004年 12月。日
経 BP社。
48．“大会議 中国爆発”「文芸春秋」文芸春秋社。2004年。
49．“忍び寄る人材力の危機”日経ビジネス。2005年 1月。日
経 BP社。
50．特集“ここまで来た中国バブル”日経ビジネス。2005年
1月。日経 BP社。
51．“中国の日本企業に新たなリスク”WEDGE。2005年 1月
号。株式会社ウエッジ社。
52．“スト，賃上げ・人から始まる中国大調整「世界の工場」
に危険信号“日経ビジネス。2005年 7月。日経 BP社。
53．“帰ってきたアジア”2005年 4月。日経 BP社。
54．“中国急変，沸騰経済の歪み噴出”2005年 7月。ダイヤモ
ンド社。
55．“中国の学生開花”2005年 1月。日経 BP社。pp60―61。
参考事例
日本の大学を卒業して，香港と上海の現地日系企業の社長
を勤め，経営管理に成功を収めている人が，海外現地企業で
問題を起こさず，現地人従業員にヤル気を持って働いてもら
うために実行している事柄である。筆者も現地企業を訪問し
たが，社員は全員社長を信頼して仕事をしており，仕事に対
するモラールもかなり高いと感じた。そのことは業績にも明
確に反映されていた。
1．現地社員に約束したことを必ず守ります。
2．現地社員と何でも相談を受け，時には冗談も出てきま
すが，部下になめられないような関係を築かなければ
なりません。
3．本社と現地社員の間に衝突がある場合は，中間の立場
で事情を良く調べてから判断しています。
4．現地社員に会社の将来像をはっきり見せます。現在弊
社の上海現地法人の規模はまだ 10人未満の小さい商社
ですが，色々なビジネスチャンスを見付け出せば沢山
新社員を雇い入れて自分が早く管理者になる夢を持た
します。とにかく会社の発展とともに自分の将来が幸
せになると思わせます。
5．管理者自身管理は恩師の教育で「人に厳しい，自分に
もっと厳しい」との鉄則です。
6．現地社員に対して表彰と罰則ははっきり致し，しかも
公平的でなければなりません。罰則についてはその人
に対するものではなく，その人が犯したミスに対する
ものです。これで皆さんは「口服心服」になります。
7．出来るだけ現地社員に激励制度を作ります。
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